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pH 調整次亜塩素酸ナトリウムの洗浄・殺菌操作における作用機序 

Mechanisms of Actions of pH-Controlled Sodium Hypochlorite in Cleaning and Disinfecting Operations 

福﨑智司*，吉田すぎる**，中村幸翼**，野嶋 駿** 
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キーワード：次亜塩素酸，洗浄・殺菌，超音波霧化，通風気化，気体状次亜塩素酸 

（Hypochlorous acid, cleaning and disinfection, ultrasonic fogging, forced-air vaporizing, gaseous hypochlorous acid） 

1．はじめに

次亜塩素酸ナトリウム(NaOCl)は、広い殺菌スペクトル

と速効性をもつ殺菌剤であることから、食品産業をはじめ

医療、介護施設において長年汎用されてきた。次亜塩素酸

ナトリウムは、酸化作用を持つ強アルカリ性の液体であり、

理想的な殺菌剤としての要件を数多く満たすことに加え

て洗浄、漂白、脱臭作用を持ち、そして設備や機器に対し

ては，有効範囲内で制限なく使用することができることが

特長である。 

従来、次亜塩素酸ナトリウムは用途に応じて水で適度に

希釈され、弱アルカリ性の水溶液として使用されてきた。

昨今では、希薄な食塩水や塩酸を電気分解して調製する次

亜塩素酸水（強酸性～微酸性）や、次亜塩素酸ナトリウム

と塩酸を水道水に混合希釈して安全に調製される弱酸性

の次亜塩素酸水溶液が使用されている（本稿では、製法を

問わず、次亜塩素酸を含む水溶液を「次亜塩素酸水溶液」

と総称する）。 

これらの次亜塩素酸水溶液の主たる活性因子は、いずれ

の水溶液においても次亜塩素酸(HOCl)である。単純に考

えれば、作用因子となる化学種とその濃度が同一であれば

作用効果も同等となるはずである。ところが、実際には各

水溶液のpHの違いにより洗浄、殺菌、漂白、脱臭の効力

は大きく異なる 1-3)。 

また、従来の次亜塩素酸水溶液の使用対象は設備・機器・

食材などの「モノ」であったが、最近では浮遊菌・落下菌、

付着菌対策として「室内空間」を対象とする微生物制御に

適用する技術が普及し始めている。 

本稿では、次亜塩素酸ナトリウムの活性因子である次亜

塩素酸(HOCl)の化学的特性ならびに洗浄および殺菌・不

活化機序について解説した後、次亜塩素酸水溶液を用いた

超音波霧化方式および通風気化方式による空間微生物制

御の安全性と有効性について述べる。 

2．次亜塩素酸の化学的特性 

2. 1 酸化作用

次亜塩素酸(HOCl)の第一の特性は、酸化作用を示すこ

とである。HOClは、水分子(HOH)の 1つの水素(H)が塩

素(Cl)に置換された物質であり、水分子と同様に電気的に

中性の分子である。すなわち、HOCl分子中の塩素原子の

酸化数は+1 (Cl+)であり、強い求電子種として作用する 2)。

Cl+は、電子密度の高い結合部位(δ-)を選択的に攻撃し、

2個の電子(2e-)を奪い、自ら安定なCl-となる過程で殺菌、

洗浄、漂白、脱臭などの作用を示す。 

2. 2 解離特性

次亜塩素酸の第二の特性は、弱酸であり、水溶液の pH

が高くなるに従って OCl-と H+に解離することである（2

式）。HOCl の解離定数(pKa)は、25℃で約 7.5 である 4) 。 

HOCl ⇌ OCl- + H+    (1) 

図-1 に、次亜塩素酸水溶液の pH 領域によって変化す

るHOClとOCl-の存在割合の関係を示す 2)。通常の使用濃

度に希釈されたNaOCl水溶液は弱アルカリ性(pH 8～10)

図-1 次亜塩素酸の解離特性とpHの関係
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であるため、次亜塩素酸は主としてOCl-として存在する。

pH がアルカリ性から酸性側に傾くと、OCl-は徐々に H+

が付加されプロトン化して非解離型となる。弱酸性領域

(pH4～6))では、非解離型の HOCl が高割合で存在する。

この pH に依存した HOCl と OCl-の存在比率が、洗浄や

殺菌の作用効果を支配している。 

さらに、塩酸を加えてpHを強酸性領域にすると、HOCl

の一部は溶存塩素(Cl2)に変化し、ほとんどの未溶解分子

は気相中に飛散する（2式）。“まぜるな危険”という表記

は、この塩素ガスの発生の危険を警告するものである。 

HOCl + HCl → Cl2 + H2O    (2) 

 

3. 次亜塩素酸の殺菌・不活化機序 

図-2に、酸性、弱アルカリ性、強アルカリ性領域にお

ける次亜塩素酸水溶液による細菌（原核細胞）の殺菌機

構のモデル図を示す。一般に、細菌細胞の最外部の周囲

には細胞壁があり、その内側に形質膜（細胞膜）がある。

細胞壁は厚く丈夫な構造体であるが、イオンや分子量の

小さい親水性分子を容易に透過させる。これに対して、

形質膜はリン脂質二重層（内部に脂肪酸の疎水性層を形

成）を基本構造としており、イオンや親水性分子の透過

を妨げる。以下に、各 pH 領域における細菌に対する次

亜塩素酸の殺菌機序の詳細を述べる。 

 

3. 1 酸性～弱アルカリ性領域（HOCl が主な殺菌因子） 

次亜塩素酸ナトリウムの希釈水溶液（弱アルカリ性）

および酸性の次亜塩素酸水溶液の殺菌効果は、水溶液中

の全遊離有効塩素濃度ではなく、非解離型 HOCl の濃度

に強く依存する。非解離型の HOCl は、小さい分子サイ

ズと電気的中性という性質から、受動拡散（濃度勾配）

により容易に細胞壁と形質膜を透過する（図-2A）。細胞

内に侵入した HOCl は、電子密度の高い求核性部位であ

る二重結合部やアミノ基、チオール基(-SH)、プリンおよ

びピリミジンの塩基、アミン、鉄－硫黄中心などを選択

的に攻撃して酸化し損傷を与える。さらに、HOClによる

酸化ストレスにおいて、細胞内で発生するヒドロキシラ

ジカル(・OH)が殺菌作用に関与していることも示唆され

ている 2)。このように、細胞内部でのHOCl作用機序は、

強力な殺菌効果を与えることができる。 

一方、図 2B で示した弱アルカリ性領域では OCl-は形

質膜にある脂質二重層を透過することができない。その

ため、OCl-は形質膜の外側から酸化作用を及ぼし損傷を

与えることになる。そのため、同じ濃度であればOCl-の

殺菌力は HOCl と比較すると大きく劣る。しかし、OCl-

の濃度を高めるか作用時間を延長することで、HOCl と

同等の殺菌効果を得ることは可能である。  

 

3. 2 強アルカリ性領域（OH-とOCl-の相乗作用） 

強アルカリ性の次亜塩素酸ナトリウムの濃厚溶液や次

亜塩素酸ナトリウムを配合したアルカリ性洗浄剤は、高

濃度の水酸化物イオン(OH-)を含有する。高濃度の OH-

は、細胞壁や形質膜を構成する物質を局所的に分解し、

細胞表層の構造に損傷を与える。そして、細胞表層が損

傷を受けることによりOCl-との反応性が高まり、必須酵

素の-SH 基やアミノ基を酸化して触媒機能を阻害するも

のと考えられる（図-2C）。この効果は、芽胞や各種ウイ

ルスの不活化に対しても有効である。 

 

3. 3 殺菌活性の指標 

一般に，速効性のある消毒剤による微生物の殺菌にお

いては，消毒剤の濃度と作用時間が殺菌効率を決める主

要な因子（変数）となる．微生物の死滅過程を速度論的

に解析するためのモデルとして，Chick-Watson の法則 2)

がもっとも一般的に用いられている． 

log (N/N0) = -kCT    （3） 

ここで、N0は微生物の初発生菌数、Nは時間Tにおける

生菌数、Cは消毒剤の濃度、kは一次死滅（不活化）速度

定数である。消毒剤の濃度の項は， C n と表されること

があるが、実験室レベルの殺菌試験ではn = 1となること

が多く、log (N/N0) vs CTのグラフは直線関係（疑似一次

反応）で表されることが多い。このグラフから、初発生

菌数を一定割合減少させるのに必要な濃度時間積（CT値）

や k 値を求めることができる。これらの CT 値や k 値の

概念は、殺菌効力の指標として用いられている。 

形質膜（細胞膜）

細胞壁

DNA

酵素

HOCl
DNA
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OCl-
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A： 酸性領域 B： 弱アルカリ性領域 C： 強アルカリ性領域

図-2 酸性から強アルカリ性領域における次亜塩素酸水溶液の殺菌メカニズムの概念図

- 2 -



3. 4 細菌（栄養細胞）の殺菌 

図-3に、黄色ブドウ球菌（Staphylococcus aureus）をpH 

6.0, 7.5, 9.0 に調整した次亜塩素酸水溶液(5.0 mg/L)で処

理したときの死滅曲線を示す。縦軸は log (N/N0)、横軸は 

CT値である（Cは遊離有効塩素（FAC）濃度）。いずれの

pH に対しても、(3)式の擬似一次反応に従う直線的な生

残曲線が得られており、pHが弱アルカリ性から弱酸性に

低下するほど死滅速度が大きくなった。ここで、次亜塩

素酸水溶液中での非解離型 HOCl の存在割合は、pH 6.0

で約97%、pH 7.5で約50%、pH 9.0で約3%である（図-

1参照）。すなわち、FAC濃度が同じであればHOClの占

める割合が大きいほど殺菌効果は大きいことになり、主

たる殺菌因子が HOCl であることを示している。なお、

pH 9.0ではHOClの割合はわずか3%であるが、1.2-logの

減少が得られた。これは、極少量のHOClとともにOCl-

（約97%）にもS. aureusに対して殺菌効果があることを

示している。 

一般に、化学反応（酸化反応を含む）の進行は熱によ

って促進される。次亜塩素酸の酸化力に基づく殺菌力は

Arrhenius型の温度依存性を示し，温度が 10℃上昇する毎

に約2倍増加すると概算されている 5)。 

3. 4 ウイルスの不活化 

図-4に、蒸留水、pH 6.0および pH 10.0に調整した次

亜塩素酸水溶液(50 mg/L)と A 型インフルエンザウイル

ス(pdmH1N1)の濃縮液を 9:1 の比率で混合し、一定時間

浮遊接触させたときのウイルス感染価の減少を示す。ウ

イルス感染価は，イヌ腎臓細胞（MDCK細胞）への感染

性をプラーク形成単位(Plaque-forming unit: PFU)で評価

している。蒸留水の場合、5分間の接触時間内ではウイル

ス感染価の減少はほとんど見られず、感染価の減少は

0.2-log であった。pH 6.0 の次亜塩素酸水溶液の場合、感

染価はわずか 10 秒間の接触で検出限界以下まで減少し

た（< 1-log）。pH 10.0の次亜塩素酸水溶液の場合、ウイル

ス感染価の減少は10秒後では2.5- logであったが、30秒

後には検出限界以下となった。このように、pH 6.0と10.0

の次亜塩素酸水溶液はいずれも、A 型インフルエンザウ

イルスに対して 30 秒以内でウイルス感染価を 4.7-log 以

上減少（蒸留水との比較）させる速効的な不活化効果を

示した。 

pH 6.0 の次亜塩素酸水溶液の方がより強力な不活化力

を示したのは、非解離型 HOCl のエンベロープ透過性と

内部のウイルス RNA および関連酵素への損傷に起因す

ると考えられる。一方、次亜塩素酸水溶液中の OCl-は、

エンベロープ表面に突起した HA に対する酸化反応によ

り HA の吸着能を不活化し感染価の減少をもたらすと考

えられている。 

 

4. 次亜塩素酸ナトリウムの洗浄機序 

次亜塩素酸ナトリウムの主成分は、強アルカリ剤であ

る水酸化ナトリウムと次亜塩素酸である。アルカリ剤と

は、水溶液中で溶解して水酸化物イオン(OH-)を放出す

る薬剤の総称である。アルカリ剤は毒性が少なく、中和

によって無害化できることが利点である。OH-は、タンパ

ク質，多糖類，微生物，油脂などの有機性汚れに対して

優れた溶解力と加水分解反応、けん化反応などを示し、

複合汚れに対しても一括洗浄が可能であることから、次

亜塩素酸ナトリウムの基盤的な洗浄力となっている。 

 

4. 1 表面付着汚れ 

ステンレス鋼などの硬質表面に付着した有機物や微生

物に対する次亜塩素酸の洗浄力は、解離型である次亜塩

素酸イオン(OCl-)の濃度に依存する。図-5に、水洗浄後

にタンパク質が残存したステンレス鋼を、種々の pH (4

～11)および遊離有効塩素濃度(100～1,000 mg/L)に調整

した次亜塩素酸水溶液で洗浄したときの除去率を示す。

水酸化ナトリウムで調製した洗浄液を用いた洗浄（OH-

の作用）と比較すると、次亜塩素酸水溶液を用いた洗浄

では比較的低いアルカリ性 pH 領域において高い除去率

が得られた（図-5A）。次亜塩素酸ナトリウムの効果は、

図-3 次亜塩素酸水溶液によるS. aureusの殺菌に及ぼす
pHの影響（FAC濃度：5.0 mg/L；温度：20℃）
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有効塩素濃度が高いほど、また pH が高くなるほど顕著

に現れた。一方で、有効塩素濃度が1,000 mg/Lと高濃度

で存在しても、弱酸性の pH 溶液であれば次亜塩素酸水

溶液の洗浄効果は得られなかった。 

ここで、図-5A において OH-の作用のみではタンパク

質の除去が起こらない pH 4～10 の領域に着目してみる。

図-5B は、各 pH における解離型 OCl-濃度を算出し、タ

ンパク質の除去率をOCl-濃度の関数として整理し直した

図である。異なる pH および遊離有効塩素濃度で得られ

たタンパク質の除去率は、OCl-濃度に対して一本の線上

に集約された。この結果は、次亜塩素酸水溶液の洗浄力

が、解離型 OCl-濃度に強く依存することを示している。

図-5の洗浄系の場合、次亜塩素酸水溶液の洗浄力が発現

するためには、少なくとも 100 mg/L の OCl–が存在しな

ければならないことになる。 

図-6 に、pH 10.0 の次亜塩素酸水溶液を用いた洗浄に

より除去されたタンパク質分子（分子量：67,000）のゲル

ろ過クロマトグラフィー（GFC）のクロマトグラムを示

す。GFC分析では，滞留（保持）時間（retention time: RT）

が長いほど分子量が小さいことを意味する。洗浄前（未

分解）のタンパク質試料のクロマトグラムの鋭敏なピー

ク位置(RT: 8.7 min)と比較すると、次亜塩素酸水溶液で

離脱したタンパク質のクロマトグラムには長い滞留時間

(RT: 11.6 min)の低分子量領域にピークが見られた。これ

は、洗浄過程においてOCl-によるタンパク質の酸化分解

が起こっていることを示している。 

このように、アルカリ性水溶液中の OCl-は、OH-の洗

浄作用と相加・相乗的に、有機物汚れを酸化分解し低分

子化することで汚れの離脱を促進していると考えられて

いる。 

4. 2 プラスチック収着汚れ

プラスチックに収着（吸着と吸収）した食品由来の香

気成分や疎水性色素の分解に対しては、OCl-ではなく、

非解離型HOClが効力を発揮する。 

図-7に、ターメリックの黄色色素であるクルクミンが

収着したポリエステル板を pH 4.0～12.0 の次亜塩素酸水

溶液(1,000 mg/L)に 2 時間浸漬した後の着色度（K/S 値）

を示す 6)。浸漬洗浄前のK/S値は 72.0であり、K/S値が低

いほどよく脱色されている（着色度は小さい）ことを意

味する。pH 4.0～5.0では、K/S値は 0.4～0.7まで減少し、

顕著な脱色効果が得られている。pH 6.0～8.0でもK/S値

は低い値（1.2～2.4）であるが、目視ではクルクミンの残

色が認められる。K/S 値は、pH10.0 以上で脱色効果は著

しく低下し、pH 11.0～12.0ではK/S値の減少は全く見ら

れていない。すなわち、OH-および解離型 OCl-による収

着クルクミンの脱色効果はきわめて小さいといえる。以

上の結果は、次亜塩素酸水溶液の pH の低下、すなわち

非解離型 HOCl の存在割合に依存してクルクミンの脱色

が起こったことを示している。 

図-5 水洗浄後にステンレス鋼に残存したタンパク質
の除去に及ぼす次亜塩素酸水溶液のpHと有効塩
素濃度の影響（40℃）
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6 室内空間における低濃度次亜塩素酸の安全性 

 

6. 1 室内における次亜塩素酸の２種類の形態 

次亜塩素酸水溶液を使用する各種の屋内施設において

は、いわゆる「塩素臭」が感じられる。この臭気成分の

正体は、水溶液から揮発した気体状の次亜塩素酸（HOCl(g)）

である。非解離型 HOCl は揮発性であるため、水溶液の

撹拌、バブリング、空間噴霧、通風気化によって室内空

間に放散（液相から気相へ移動）する。すなわち、室内

空間において次亜塩素酸は微細粒子中に存在する分子と

気体状となって室内に拡散した分子の 2 種類の形態で存

在し作用する． 

このような室内環境では、作業者は次亜塩素酸水溶液

の微細粒子やHOCl(g)と接触することになる。次亜塩素酸

水溶液の安全性については、実験動物を用いた経口投与

試験、眼刺激試験、皮膚刺激性および感作試験、粘膜刺

激性、急性毒性、変異原性など多くの試験項目で確認さ

れている。 

一方、微細粒子やガス状物質の場合，最も重要な暴露

経路は吸入である。当然ながら、HOCl(g)は極低濃度であ

っても生物に対して作用力を与える。次亜塩素酸の濃度

によってはヒトへの影響も無視することはできない。そ

れゆえ、次亜塩素酸水溶液を安全かつ有効に使用するた

めには，作業環境の安全基準を知り、作業環境における

濃度を適正に管理する必要がある。 

 

6. 2 安全性基準 

 

6. 2. 1 塩素ガス（≒ HOCl(g)） 

気体状の化学物質に対する安全性の基準として、労働

安全衛生法の環境基準および日本産業衛生学会が定める

許容濃度がある 7)。現在、次亜塩素酸に対する基準は定め

られていないが、塩素ガス（Cl2）に対して0.5 ppm（=500 

ppb）と定められている。これらは、1日8時間、週 40時

間曝されても健康上問題のない濃度である。また、欧州

連合リスク評価書（塩素）では、ヒトにおける吸入試験

の全例において、吸入された塩素の 95%を超える量が上

気道で吸収され（塩素の影響は主に上気道に限定）、上気

道を超えて行くのは5%未満で、呼吸空間（肺胞腔）に達

するのは無かったことが記されている。そして、呼吸器

刺激に関するNOAEC（無影響濃度）は0.5 ppmとしてい

る 8)。 

塩素ガスを基準とする理由は、塩素ガスは生体の水と

反応すると速やかに次亜塩素酸に変換され（4式）、この

次亜塩素酸が生体に影響を及ぼすことになるから、次亜

塩素酸の生体への影響は塩素ガスの影響に置き換えて評

価することが理にかなっているからである。さらにいえ

ば、(4)式では副生物として塩酸が生成するため、生体組

織に与える影響は塩素ガスの方が大きいと考えられる。 

Cl2 + H2O → HOCl + HCl   (4) 

6. 2. 2 微細粒子 

次亜塩素酸水溶液の微細粒子の安全性に関しては、ラ

ットを用いた実験例が報告されている 9)。実験は、超音波

霧化器に 50, 100, 200 mg/L の弱酸性次亜塩素酸水溶液

(pH 5.5～5.8)を充填して霧化噴霧し、13, 27, 53 mg/h・m3

の3段階の気中濃度の霧化微細粒子をラット（8匹／群）

に 90日間吸入させて行われた。吸入期間を通して、対照

群（水道水を霧化）および暴露群ともに臨床所見は良好

であり、体重の推移にも有意差は認められていない。肝

機能、代謝機能、腎機能、血液一般検査、血液学的検査

においても、両群に顕著な相違は認められていない。こ

のことから、少なくとも 13～53 mg/h・m3 の気中濃度の

霧化微細粒子であれば全身毒性および吸入毒性はないと

考えられる。 

 

7 超音波霧化粒子の空間噴霧による微生物制御 

次亜塩素酸水溶液を室内空間に超音波霧化噴霧すると、

微細粒子は重力によって下方に落下を始め、空間中で水

と次亜塩素酸の揮発現象をともないながら微細化が進み

室内を浮遊する粒子となる。一方、微細粒子から揮発し

たHOCl(g)は室内に拡散する。次亜塩素酸の密度という点

では，明らかに微細粒子中（液相）の方が空間中（気相）

よりも大きい。したがって、殺菌作用は微細粒子が直接

接触する方が大きいが、接触箇所は限定される。HOCl(g)

は、空間での密度は小さいが、均一に拡散するため室内

のあらゆる表面と接触させることができるうえ、濃度の

制御も容易である。 

 

7. 1  HOCl(g)の室内濃度の理論的計算 

一定容積の室内(90 m3)において、一般的な噴霧条件で

ある50 mg/Lの次亜塩素酸水溶液を300 mL/hで1時間霧

化噴霧したときの室内の気体状次亜塩素酸 HOCl(g)の濃

度を理論的に計算してみる 10)。 

まず、標準状態(0℃, 1 atm)における理想気体1 molの

体積を 0.0224 m3 とすると、理想気体の状態方程式から

25℃での体積は約0.0244 m3となる。次に、噴霧した微細

粒子から全ての次亜塩素酸が揮発し、かつ揮発した

HOCl(g)の分解および固体表面への吸着は起こらないと仮

定する。FAC濃度「mg/L」は、1 LあたりのCl2換算量で

あるから、Cl2の分子量を 70.91 とすると、1 時間霧化後

の室内には 5.16 × 10-6  m3の HOCl(g)が存在することにな

る（5式）。90 m3の室内にHOCl(g)が均一に拡散したとす

ると、HOCl(g)濃度は 57.3 ppb (v/v)と算出される（6 式）。 

[0.05 × 300/1000]/70.9 ×0.0244 = 5.16 ×10-6 m3    (5) 

5.16 ×10-6 m3/90 m3 = 57.3 ppb (v/v)             (6) 

一般的な噴霧条件では、理論上は Cl2 の基準濃度(500 

ppb)の約1/10程度の濃度となる。 

 

7. 2  HOCl(g)の濃度分布の測定例 

図-8 に、上記理論的計算と同条件にて、90 m3 の室内

- 5 -



において弱酸性次亜塩素酸水溶液（pH 5.8, 50 mg/L）の超

音波霧化噴霧を1時間行った後の室内のHOCl(g)の濃度分

布を示す 10)。噴霧口の高さは、床から 1.0 m である。霧

化器からの各距離において測定された HOCl(g)の濃度に

は、高さ方向の濃度分布があった。HOCl(g)の濃度は床面

でもっとも高く、上方に向かうほど低くなる傾向が見ら

れた。この濃度分布は、霧化器からの距離に関係なくほ

ぼ一致していた。HOCl(g)濃度は、床面から膝下の高さ(0

～0.3 m)でもっとも高くなっているが(25～27 ppb)、基準

値の約1/20であった。さらに、着座姿勢および成人の起

立姿勢の顔の位置（吸引する位置）では約 1/30～1/40 程

度であった。 

実空間での HOCl(g)の濃度測定では、1 時間噴霧後の

HOCl(g)濃度の最大値(27 ppb)は理論値(57.3 ppb)の約

47%に過ぎない。この理論値との差違は、理論計算の前提

である、すべての HOCl/OCl-が微細粒子から揮発すると

いう仮定、そしてHOCl(g)の分解および固体表面への吸着

は起こらないとする仮定が成立しないからである。HOCl

は揮発性ではあるが、ヘンリー定数はオゾンや Cl2 と比

較するとはるかに低く（水に溶解しやすく）、水溶液中に

は相対的に安定に存在する。 

一方、放散したHOCl(g)の微細粒子への再吸収、室内の

各種表面への吸着、吸着部位での酸化反応による分解に

より気相中の濃度は減少する。その結果、室内での

HOCl(g)の放散量と消失量が低濃度領域で平衡に達したと

考えられる。このように，次亜塩素酸水溶液の超音波霧

化による気体状次亜塩素酸の室内濃度は極めて低濃度な

のである。 

さらに、噴霧時間を 1 時間から 4 時間まで延長した場

合や、供給する次亜塩素酸水溶液の濃度を100 mg/Lに高

めても、HOCl(g)の濃度は 32 ppb（測定高さ 0～0.3m）ま

でしか上昇しないことも確かめられた（詳細は割愛）。 

7. 3 霧化微細粒子の到達濃度の測定例 

噴霧された微細粒子からは次亜塩素酸が揮発するため、

噴霧口から離れるほど微細粒子中の次亜塩素酸の濃度は

減少する。濃度の測定は、一定の大きさの容器に微細粒

子を捕集して有効塩素濃度を測定する方法が容易である。 

図-9 に、上記理論的計算と同条件にて 90 m3の室内に

おいて弱酸性次亜塩素酸水溶液（pH 5.8, 50 mg/L）の超音

波霧化噴霧を 8 時間行ったときに、床面に置いたシャー

レ内の純水に捕集された微細粒子中の次亜塩素酸の遊離

有効塩素（FAC）濃度（mg/L）を示す。噴霧口は、床か

ら 1 m の位置にあり、霧化器から 0.5 m 間隔で床面にシ

ャーレを置いた。FAC濃度は、噴霧口から最も近い0.5 m

の位置では1.06 mg/Lであったが、距離(d)が増加すると

ともに減少し、3.0 mの位置では 0.03 mg/Lであった。こ

れは、微細粒子が届いていないのではなく、粒子の微細

化が進み床面への落下量が減少するためと思われる。こ

のように、8 時間の噴霧でも一定容器内に捕集される次

亜塩素酸は水道水レベルの濃度である。 

累積FAC = 0.31d-2.0 （R=0.974）     (7) 

この結果から、噴霧口から 3.0 m までの距離内におい

てFAC累積量はおおよそ距離の2乗に反比例して減少す

ることがわかった。 

7. 4 超音波霧化噴霧の殺菌効果

105 m3の教室において机と椅子（30台，30脚）がある・

なしの条件で、弱酸性次亜塩素酸水溶液（pH 6.0, 50 mg/L）

の超音波霧化噴霧（霧化速度：300 mL/h）を3時間行い、

霧化器から2 m離れた位置での霧化微細粒子の到達濃度、

HOCl(g)の濃度、付着菌に対する殺菌効果を測定した。 

7. 4. 1 霧化微細粒子の到達濃度とHOCl(g)の濃度

超音波霧化噴霧を3時間行ったとき、床面（2 m位置）

においたシャーレ内の純水(2 mL)に捕集された次亜塩素

酸の FAC 濃度は、机と椅子がない空間では 0.02 ±0.01 

mg/L、机と椅子がある状態ではシャーレを置く位置にも

関係するが 0.01 mg/L 以下であった。霧化微細粒子が机

と椅子表面に吸着することで、床面に落下する量が減少

2 m1 m 3 m
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図-8  会議室において次亜塩素酸水溶液を超音波霧化噴霧した
ときの気体状次亜塩素酸の濃度分布（1時間噴霧）
（会議室：90 m3，無人，閉扉，空気撹拌なし，ブラインド遮
光；噴霧条件：pH 5.8, 50 mg/L, 300 mL/h, 3 m3/h）
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図-9  会議室において次亜塩素酸水溶液を超音波霧化噴霧
したときの床面のシャーレ水（2 mL）に累積した遊離有
効塩素濃度（8時間）（噴霧条件：図-8と同じ）
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することが確認された。 

図-10に、超音波霧化噴霧を3時間行ったときのHOCl(g)

濃度の経時変化を示す（2 m位置）。机と椅子がない場合、

床から天井にかけてのHOCl(g)濃度および濃度勾配は 1～

2 時間の霧化噴霧でほぼ平衡に達しており、床面では 10 

ppbと相対的に低い値が得られた。おそらくは、床面の汚

染度（塩素消費物質）の影響ではないかと考えられた。 

机と椅子がある場合、床面から 0.8 m の範囲における

HOCl(g)濃度はさらに低濃度になっており、机・椅子のな

い空間の 1/2～1/3 の濃度であった。これは、霧化微細粒

子の机と椅子表面への吸着および次亜塩素酸の分解に起

因すると考えられる。一方で、この実験結果からHOCl(g)

は机や椅子の下方空間（裏側）まで拡散していること、

そして霧化噴霧時間を延長すれば HOCl(g)濃度は徐々に

増加することが確認できた。 

7. 4. 2 付着菌に対する殺菌効果

図-11に、霧化噴霧を 3時間行ったときの床面（2 m位

置）に置かれた湿潤寒天平板上の S. aureusの生残曲線を

示す（相対湿度：47～72%RH）。机と椅子がない場合、S. 

aureus の生残菌数は噴霧時間とともに減少し、3 時間後

には検出限界以下に達した（> 3.2-log減少）。微細粒子の

到達量（0.02 mg/L）およびHOCl(g)濃度(10 ppb)は低くて

も確実に生菌数を減少させることができた。 

また、机と椅子がある場合でも 3 時間後の生菌数の対

数減少値は 2.3 に達した。机や椅子の足元付近でも十分

な殺菌効果が得られることが示された。これは、HOCl(g)

の拡散による殺菌効果だと考えられる。 

8 通風気化方式による空間微生物の制御 

通風気化方式は、室内空気を装置内に吸引して次亜塩

素酸水溶液を含浸させた気液接触部材内を強制通風させ

ることにより、空気中に含まれる浮遊菌や臭気物質を気

液接触により装置内部で酸化処理した後、処理空気を再

び室内に吹き出す方式で処理が行われる。さらに、吹き

出し空気には揮発した低濃度の HOCl(g)分子が含まれて

おり、付着菌に対して殺菌作用を示す。 

8. 1  HOCl(g)の濃度分布の測定例

図-12 に、無人の室内(75 m3)において次亜塩素酸水溶

液(50, 100 mg/L; pH 8.5)を供給した通風気化式加湿装置

を稼働(2 m3/min)したときの室内のHOCl(g)の濃度を示す。

次亜塩素酸水溶液は、60分間隔で入れ替えている。吹き

出し口でのHOCl(g)濃度は、50 mg/L供給系で10～22 ppb、

100 mg/L供給系で 25～32 ppbであった。測定位置は、装

置から1 m，2 m，3 m離れた地点で床面から天井に向け

た種々の高さとした。HOCl(g)の濃度は，装置からの距離

方向ではほぼ一定であったため、図には装置から2 m離

れた地点での測定値のみを示す。 

HOCl(g)の濃度は、いずれの次亜塩素酸水溶液の濃度に

おいても床面から天井への高さ方向および装置からの距

離に関係なくほぼ一定であり、HOCl(g)が室内に均一に拡

散していることが確認された。また、稼働時間とともに、

そして供給次亜塩素酸水溶液の濃度に依存して HOCl(g)

濃度は高くなる傾向があるが、稼働120分後でも12～17 

ppbの範囲にある。この濃度は、Cl2の安全性の基準濃度

(500 ppb)の約1/30～1/40である。 

8. 2 細菌に対する殺菌効果 

図-13 は、図-12 の 100 mg/L 供給系において通風気化式

加湿装置（2 m3/min）から3 m離れた棚（高さ 0.9 m）に

図-11 机・椅子の存在・非存在下での教室における弱酸性次
亜塩素酸水溶液の超音波霧化噴霧による湿潤平板上
のS. aureusに対する殺菌効果
（実験条件：図-10と同じ；霧化器から2 m離れた位置）
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図-12  会議室において通風気化式加湿器を稼働させたときの気体状次亜塩素酸の濃度分布
（会議室：75 m3，無人，閉扉，空気撹拌なし，ブラインドによる遮光；供給次亜塩素酸水

溶液：pH 8.5; FAC濃度 50, 100 mg/L, 60分間隔で入れ替え；風速：2 m3/min）
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置いた湿潤寒天平板上の S. aureus および大腸菌 

(Escherichia coli)に対する殺菌効果である（相対湿度：55

～70%RH）。S. aureusおよびE. coliとも、生残菌数は暴露

時間とともに減少し，2 時間後には検出限界以下に達し

た（> 2.8-log減少）。HOCl(g)の濃度はヒトに安全な低濃度

の領域（12～17 ppb）であっても、稼働時間を2時間まで

延長することで、十分な殺菌効果を得ることができた。 

 

9 食物アレルゲンの不活化 

空間にHOCl(g)を供給する方法の一つとして、シリコー

ンゴムの気体透過性を利用することができる。シリコー

ンチューブに弱酸性次亜塩素酸水溶液を充填すると、

HOCl(g)が透過気化して気相に放出される 11)。この現象を

利用すれば、アレルギー物質を含む粉末食品残渣に対し

て乾式での不活化処理が可能となる。 

アレルゲンの不活化実験は、10 mL の次亜塩素酸水溶

液（pH 5.0, 1,000 mg/L）を充填したシリコーンチューブを

入れたPC容器内（3 L）にアレルゲンを塗布したポリエ

チレンテレフタレート（PET）板を置いて、透過気化した

HOCl(g)に 24 時間暴露させた（25℃）。暴露後、釈用緩衝

液を染み込ませた綿棒でPET板の表面をふき取り、イム

ノクロマト法でアレルゲン残留性を評価した。判定は、

目視によりテストライン部分のラインがコントロールラ

インと同程度の濃さのものを陽性（＋）、ラインが見えな

いものを陰性（－）、コントロールラインの濃さよりも薄

く見えるものを弱陽性（＋w）と判定した。 

表 1は、各アレルゲン物質に対してHOCl(g)による不活

化試験を 3 回ずつ行ったときの結果である。この実験で

は、PC容器内のHOCl(g)濃度は5,500 ppb以上に保たれて

いた。卵白と小麦の試験において、弱陽性（+w）と判定

される結果が 1 回ずつ見られたが、その他の試験ではす

べて陰性（-）となった。この不活化効果は、HOCl(g)がア

レルゲンタンパク質を酸化分解する作用に起因すると考

えられた。 
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表-1 次亜塩素酸水溶液を充填したシリコーンチューブ
から透過気化したHOCl(g)による各種アレルゲン物
質の不活化

アレルゲン

大豆

小麦

テストラインの色の濃さ

卵白

牛乳

そば

落花生

未処理

＋／＋／＋

HOCl(g)暴露

－／－／－

＋／＋／＋ －／＋ｗ／－

＋／＋／＋ －／－／－

＋／＋／＋ －／－／－

＋／＋／＋ －／－／－

＋／＋／＋ －／－／ ＋ｗ
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及び 
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キーワード：テンセグリティ構造、断層構造、可視化、可音化

（Tensegrity structure, Fault structure, Visualize, Audible） 

１ はじめに（問題認識） 

～定性的解析と定量的解析のバランス追求〜 

 本年、阪神淡路大震災（1995）から 26 年（四半世

紀超）が経過した。東日本大震災を八戸で被災する

とともに、海自・機動施設隊司令として災害派遣に

従事したあの日々から 10 年の節目を目前にしてい

る。更に,誰もが敵の正体を見極めることができない

まま蔓延する COVID-19 の威力に漠然とした怯えを

抱きながらも、それぞれの持ち場で最善を尽くす姿

は、地震（余震）が止むこと無く続く最中、国を挙

げて臨んだ当時の姿と重なって見える。しかし新常

態下で生起している様々な自然災害の激度・烈度が

増しているように感じるのは筆者だけであろうか？ 

 筆者らは、1994 年〜2021 年の延べ 27 ヵ年に渡る

日本全国地震発生データベースを、震源域毎・発生

マグニテュード毎に日々発生頻度プロットで可視化

追跡し、以下の定性的な傾向・特徴を把握しつつあ

る（図-1）。図-1 中、X 軸は震源域分布（北海道 ⇔

沖縄）、Y軸は時間（1994 年⇔2016 年）、Z 軸は各震

源域における当該年の年間累積発生回数である。

① 各震源域毎に固有・特徴的な発生パターンが認

められる。特に阪神淡路（1995）、東日本（2011）

各大地震においては、【三陸沖】⇔【フォッサマグ

ナ沿い】間の地震発生タイミングに相関関係（北米

プレート端のギッコン〜バッタン）が認められる。

② 熊本地震(2016)では、同年 2 月の台湾大地震以

降、歪ピーク位相が沖縄トラフ（南海トラフに連接

する琉球海溝北西側）沿いを切り裂くように北上、

桜島噴火後、熊本地震が発生、鳥取県中部(10 月)

地震へ伝播連動した。歪が蓄積される南海トラフ域

に先行する地震現象（前兆?）にも見える（図-2）。

図-１ 1994 年から 2016 年までの日本全国の 

震源域毎における地震発生回数の時空間分布

(http://www.chonet.org/)  

図-2  2016 年の日本全国地震発生時空間分布 

③ 国土地理院発表の日本全国 GPS 水平移動アニ

メーション・プロット等との組合わせから、特に東

日本大地震（2011）以降、日本付近では主として 3

ケ所に回転軸を持ち、かつ、連続体として異なる回

転方向を有する回転運動が、フォッサマグナを介し

て、「西日本の梁」と「東日本の梁」から構成され

る日本列島・脊梁山脈の各々を圧（へ）し折るよう

に作用しているように見える（図-3、図-4）。
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図-3 1997-2017 年 GPS 水平変位量（国土地理院） 

図-4 日本列島に作用している応力背景（概観） 

一方、本プロット（地震発生回数分布）のみでは

地震発生自体の原因・評価・判断条件設定が極めて

困難であり、客観的・定量的評価基準を明示できな

い点が弱点であると認識している。そこで本論は、

地震発生 BEFORE & AFTER の時空間原点・分岐点評価

そのもの、即ち、地震発生の決定的なメカニズム（仕

組み）あるいは定量的な評価パラメーターの有無・

有効性について考察するものである。 

筆者は TV 番組で観た「テンセグリティ―構造」に

「地層〜断層構造の類似性」の閃きを得た（2020 年

7 月 16 日放映の TBS『アンビリーバボー・スペシャ

ル』における紹介事例）。これを契機に「発震機構メ

カニズム」、「鞍部点（Saddle-Point）法」及び「地震

発生と落雷プロセス【電荷（歪）チャージ～お迎え

放電（前兆）～落雷（発震）】（荻原・佐藤 2019）」等

の「自然現象と地震現象の類似性」に着目し、既存

の評価ツールの組合せに基づく考察を提唱するもの

である。

なお、現時点では細部評価までには至っていない

ため、進捗概況（着手状況及び途中成果）と今後の

考察方針として述べる。 

2 地震発生メカニズムと断層構造 

2-1 歪〜応力関係（圧縮・引張り定義：プレート・

テクトニクス）、落雷過程と発震タイミング類似性

の考察

地震発生の駆動力源とそのメカニズムは、地球地

殻を被覆構成するプレートテクトニクスにより説明

される。また、コンストラクタル理論：『有限大の流

動系が時の流れの中で存続する(生きる)ためには、

その系の配置は、中を通過する流れを良くするよう

に進化しなくてはならない。（エイドリアン・ベジャ

ン 2013、2019）』の観点から、地球自体を生命体とし

て捉えると、地震活動も地球自体の成長・進化途上

の必然かつ不可避の生命（生理）現象として理解で

きる。さらに、落雷現象における「帯電=>お迎え放

電=>落雷」過程は、地震発生過程の「歪蓄積=>予兆

=>発震」との類似性があり、地震発生の「トリガー・

スイッチ」としての対応評価が期待できる。

2-2  正断層・逆断層・横ズレ（左右）断層の定義

と震源球（発震機構解：メカニズム解）の対応

地震学における地震現象の基本解析法として、①

正断層・逆断層・右横ズレ断層・左横ズレ断層の「場」

としての 4 分類と、②発生した地震特性の「時空間

変化の追跡」としてのメカニズム解（発震機構解）

が確立されている。①は地震発生『前・後』の地理・

地質情報を把握する方法、②は地震発生『後』の地

震特性の分析法であるから、その両者をテンセグリ

ティ構造モデルおよび、筆者らの地震発生状況プロ

ットを介して、連接・活用することにより、地震プ

ロット表示の弱点とする定量的評価面での俯瞰的・

鳥観的観点からの補強が期待できる。

３ テンセグリティ構造の定義と 

断層構造類との類似性の考察 

3-1 三角（柱）形 および 四角（立方体）形の

テンセグリティ構造

テンセグリティ―構造とは、TENS-ION(張力)と

INT-EGRITY(全体性・完全性)の各単語の一部を合成

した造語「TENSEGRITY」として、バックミンスター 

・フラーが提唱した概念である。テンセグリティは

工学においては直線部材のピン接合からなる構造シ

ステムのうち、圧縮材が互いに接続されておらず、

張力材とのバランスにより成立しているような構造

システムで張力材は互いに接続されていてもよい。

3 次元構造の場合、圧縮材の両端には少なくとも 3

本以上の張力材が接続されていなければならない。
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最も単純化された構造模型（図-5,図-6,図-7）の

三角形・四角形の立体構造は、上部・下部の独立す

る構造部分（圧縮材）が、各隅角部における張力材

（糸又は磁力）で支持されており、中空に浮かんで

いるようにも見える。 

図-5 テンセグリティ構造模型 

図-6 テンセグリティ構造模型と応用例 

図-7 テンセグリティ構造模型の試作例（筆者試作） 

筆者は、①図-5 と図-7 の上下各構造体（圧縮材 

）を、積層する 2層の地層として認識し、②上下地

層の各構造部分を分離している不連続面を断層面と

直感（直観）したことから、テンセグリティ構造を

断層構造として対応させることを思いついた次第で

ある。さらに、③テンセグリティ構造の張力材が 2

層を連結していることから、それらの張力材のバラ

ンスの乱れ・崩れが 2層（上下構造体）の不安定・

ズレ、即ち、地震発生の対応付が可能ではないか？

という考察のきっかけとなった。筆者が記録継続中

の過去 27 ケ年分の地震プロットにおける地震発生

現象を検証データベースとして、地震発生との原因 

・タイミングとして関連付けることができれば、定

性的・主観的な分析に頼っていた地震プロット方法

に、定量的な評価・判定基準を付加することが期待

できる。

3-2 テンセグリティ―構造の断層構造へ適用と

対応パラメーター候補（地震発生条件）の考察

筆者は、地震発生メカニズムの定量的評価基準と

して、 

① まず、立体テンセグリティ構造と断層面と上

下地層の張力関係と共に、震源球（発震機構）を対

応させた（図-8,図-9）。

図-8 震源球の定義（逆断層の場合） 

図-9 震源球と断層タイプの対応（筆者試作） 

② 次に、断層のズレは、歪が蓄積し不安定緊張

限界を超えて破壊（地震発生）し、歪解放直後の安

定状態に至る履歴を繰り返す過程と捉える。断層の

タイプは、縦ズレ（正・逆）断層と横ズレ（右横ズ

レ・左横ズレ）断層に大別される。地層変動・変位

に伴う重力エネルギー変化過程イメージを、鞍部点

（Saddle-Point）法における鞍部の面に沿った履歴

（ヒステリシス）と対応づけることによって、既に

確立されている既存の地震学・発震機構等との定量

的・俯瞰的考察・評価への補助・連接が期待できる

（図-10〜図-13）。ただし、パラメーター数増加に

より相互関係分析が複雑化する要因は否めない。 
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図-10 立体テンセグリティ構造の断層面との対応 

図-11 断層のタイプ〜発震機構〜鞍部点の対応関係 

図-12 鞍部点法におけるエネルギー蓄積・放出履歴 

図-13 考察対象とするパラメーター相互関係の考察 

４ テンセグリティ構造適用の試行・提案 

4-1 北米プレート縁辺部を挟む三陸沖領域および

フォッサマグナ領域への適用の試み

本論の取り組みの端緒として、東日本大震災（2011

年）の震源域への適用を試みる。図-10 に示す立方体

型テンセグリティ―構造と関連パラメーター（図-11）

を適用するに当たって、以下の 2 点の検討が必要で

ある。 

① テンセグリティ構造を日本全国地図上のどの部

分に配置、対応させるか？

② 評価に必要なデータが確保できるか？

配置場所については、太平洋プレートが北米プレ

ートの下方へ潜り込む三陸沖の日本海溝付近（逆断

層タイプ）とフォッサマグナ沿い（正断層タイプ）

を設定する（図-14）。検証データとしては、1994

年〜2021 年（本日）まで継続記録中の日本全国地

震発生状況プロット（図-1）を１次データとし、発

生マグニテュード・発生回数等を考慮の上、各パラ

メーターへの時系列・空間的作用経緯と地震発生の

対応・相関関係の追跡評価を検討している。

図-14 テンセグリティ構造体の配置検討 

4-2 地震データの『可視化』『可音化』の試み

〜「カリンバ」・「シート・オルゴール」との

コラボレーション〜

データベースとしている地震プロット図は、震源

域毎・発生マグニテュード毎の可視化プロットであ

る。筆者はプロット作成開始当初より、各震源域の

罫線が「五線譜」のようにも観えたことから、日本

全国のプロット図からオーケストラの楽曲楽譜（楽

器パート別構成）を連想した。また、各震源域は、

大陸・海洋プレート境界に沿って存在しており、楽

器店で目にしたカリンバ（アフリカの伝統的な楽

器）の簡単な鍵盤構造と、その奏法を示す楽譜が地

震プロットと殆んど同じ形式であることから（図-

15）、その鍵盤を大陸・海洋プレートに対応させる

着想を得た。さらに、地震データを楽譜上に変換し

て演奏する思案の延長上で、シート（楽譜カード）

上に穴を開けて（パンチング）作曲したものが演奏

可能となる手回しオルゴール（シート・オルゴー

ル）を知り得た（図-18）。そこで特に、2011 年の

東日本大震災部分の再現に着目・着手した（図-16,

図-17）。地震プロットデータ（可視化）において
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は、発生マグニテュード 5以上、または、同一震源

域で１日に 3回以上地震が発生した場合には、当該

日の各欄を『黄色』に着色処理している。当該オル

ゴール・ムーブメントは 20 音階鍵盤（弁）のため

全 27 震源域を 20 域に集約した。シート（楽譜カー

ド）上には、震源域を低音側（北海道）高音

側（沖縄）に割当てる。1楽譜カード長に収まる日

数は 150 日に制約される。そこで 2011 年１月１日

⇔5 月 31 日の約 5 か月分の各震源域プロット表の

『黄色』着色日に対応する鍵盤部分を穿孔して「地

震データ音符（時系列）」の作成（作曲）を試みた

（図-18）。この一連の手作業（苦痛）を通じ、アナ

ログ・データ（地震ビッグ・データ）からエッセン

スをデジタル化するデータ処理過程を、①地震デー

タの自動作図化（地震プロット作成と楽譜データ自

動作成）と②シート・オルゴールの音源表現機能を

シンセサイザーに置き換える発想の原点となった

（次節で言及）。

図-15 鍵盤楽器「カリンバ」と地殻プレートの連想 

図-16 2011 年の三陸沖地震予兆『ゆっくり滑り』 

図-17 2011 年日本全国地震発生頻度の時空間分布 

図-18 地震可『視』化データの 

シート・オルゴールによる可『音』化

５ おわりに（現況と今後の展望） 

 現時点では、①テンセグリティ構造のプレート境

界上への適用（図-14）と②シート・オルゴールによ

る「地震データ音符化（可音化）」に着手した段階で

ある（図-18）。①に関しては、過去データベース（図

-1）が対象範囲をカバーしており、巨大地震（震度

7 クラス）の阪神淡路地震（1995）、新潟中越地震

（2004）、東日本地震（2011）、熊本地震（2016）、北

海道胆振東部地震(2018)への適用を試みる所存であ

る。②に関しては、2011 年 1 月 1日⇔5月 31 日デー

タを再現した。その結果、破壊的な地震活動による

不協和音に満ちたパンク/ロック調になると予想し

たが、前兆現象に相当する澄んだ単音予鈴が幾つか

響いた後（図-16）、3 月 9 日（11 日含む）以降はま

るで大河の潺（せせらぎ）の調べのように聴こえた

のは意外であった（図-17）。「1/f の揺らぎ成分の存

在」も意識しつつ、過去 27 ヵ年分(図-1)の『地震可

視化データ』の『可音化』作業を進めている（表-1）。 

表-1 今後の検討方針・思考過程 

今回着手し、提示している地震データとオルゴー

ルの組合せによる可視化・可音化表現方法は、現段

階では子供のオモチャ・レベルの試みかもしれない。

しかし、地球〜リュウグウ（大量資料採取）往復に

続き、宇宙大航海の偉業達成中の「はやぶさ２」ロ

ケット技術の第１歩は、糸川英夫博士開発による直

系 18 ㎜、長さ 230 ㎜、重量 0.202 ㎏の「ペンシル・

ロケット」であった。そのことに想いを馳せ重ねな

がら、本取り組みの更なる発展を模索している。
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その第 1 は、地震プロットの自動作図（可視）化

の取り組み（図-19）と、オルゴールをシンセサイザ

ーに置き換える可音化表現（多様化）の模索である。

本論で提示する地震データのオルゴール・シートへ

の変換プロセス（人力パンチングによるデジタル変

換）は、1956 年起源のシンセサイザー基本機能（真

空管製でパンチテープ制御式のコンピュータ用音源）

と共通する原点である（図-18）。従って、地震の発

生時刻（ｔ）、場所（ｘ：経度、ｙ：緯度、ｚ：深さ）

と発生マグニチュード（M）、発生回数（N）等諸要

素を、音の 3 要素（音の大きさ、音程、音色）にシ

ンセサイザーを介するデータ変換（可音化）によっ

て地震発生状況・記録を再現し、人間の五感（六感）

センサーが共鳴する認識・理解支援が期待できる。

図-19 地震プロットの自動作図化シーケンス 

第 2 は、地震発生機構および地質・地下構造その

ものに対するアプローチである。本論では、テンセ

グリティ構造をその端緒（取っ掛かり）イメージと

しているが、地震発生事象そのものは単純ではなく、

かつ、目には見えない震源地（地中）で発生するも

のである。震源地近傍の地質・地下構造の把握が不

可欠にも関わらず、現時点の直接的手法は、ボーリ

ングや音波探査等の手段に限られる。筆者は、木村

建次郎教授（＠神戸大学）の「散乱の逆問題」解決

法に基づく透視と可視化のアプローチに注目してい

る。多種多様な構成物質及び複雑な組織・構造から

形成される人体中のがん細胞の識別・画像処理（可

視化）が確立・実用化されている。その手法を以て、

地下構造（地質・断層等）にも適用可能ならば、本

論の最弱点である地震メカニズムの「定量的評価」

手段を飛躍的に高めることが期待できる。

今日の高精度の天気予報に比較すれば、現時点の

地震予報・前兆把握は遥かに遅れる困難な道程途上

にある。自分（人間は脇役）都合の勝手な思い込み

でなく、地球（主人公）都合で発生する地震の実像・

実相に対し忠実・着実・謙虚に臨む姿勢を忘れずに

歩を進める所存である。また、「災害は忘れたくても

やってくる！」を不意打ちの諸災害・災難に対する

警句と心得て、即応可能で具体的な『応災力』を高

める工夫と実践（PDCA-Cycle）を並行継続中である。 

特に、エヌ・ワイ・ケイ（株式会社/日本容器工業）

は、NPO 法人「貯水タンク防災ネットワーク」を設立

した。「貯＋ネット」から「ちょねっとChonet」の

ニックネームをホームページに命名し開設した。

(2019 年:NPO Chonet 貯水タンク防災ネットワーク

http://www.chonet.org/）これまでの大地震でも破

壊被害例が皆無の貯水槽メーカーとして、災害発生

事態に遭遇しても「生命維持のため、必要な時に、

必要不可欠なもの（水）がそこに在る!!!という安心・

安全を確保・提供」し、工学的な面（平野廣和研究

室＠中央大学）や、人工透析医療面【東京 DIEMAS：

緊急時透析情報共有マッピングシステム@東京透析

医会】等の総合力で、特に災害弱者を支える貢献を

念頭に活動中である。その中で筆者は「ユスフ大佐

の防災・応災・減災セミナー出前講座」を担当して

いる。東日本大震災の体験や本論内容を伝える語り

部のひとりとして、『応災力向上の啓蒙』をライフワ

ークとして試行錯誤の連続である。主張する 4 点セ

ットのモットーは、以下のとおりである。

❶ １ 『見』は、100『聞』に如かず！

➋ 100 『見』は、 １『実行（検証・実験・訓練

等）』に如かず！！ ゆえに、

❸ 10000『聞』は、１『実行』に如かず!!!

❹ そして、大自然の力を謙虚に畏れながら、

『まずは、やってみなはれ！（西堀榮三郎）』。

これらを自己経験と実践に基づく心の支え・気合い

とし、身の丈に応じた努力を継続する所存である。 
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防衛施設学会令和 2年度年次研究発表会（2021年4月） 

焼成卵殻・オゾン水の病原性微生物殺菌剤および消臭機能等実証事業 

Demonstration project for pathogenic microbial fungicides and 

deodorant functions for calcined eggshell and ozone water 

株式会社ESC 代表取締役 西山 登士彦 （東京都新宿区水道町2-10）

株式会社ESC 代表取締役 永富 伯夫 （鹿児島県日置市日吉町日置 5930）

キーワード：オゾン殺菌、強アルカリ殺菌、自然災害対策 

(Sterilization by Ozone and Strong alkaline agent，Natural disaster countermeasures )

1．はじめに

今後、開発が急がれる殺菌消臭剤は、災害対応時に必

要となる感染症予防対策及び家畜伝染病予防法による殺

処分対策においても散布時の安全性確保及び環境対策が

必要となる。 

ここでは、オゾン水と焼成卵殻による病原性細菌類の殺菌

効果について報告する。 

殺菌消臭剤の開発ポイントは、以下 3点となる。

(1)強力かつ長期間の殺菌効果を有する

(2)安全かつ生体（動植物）や自然環境への影響が無い

(3)殺菌消臭剤の開発及び生産が廉価となること

その背景としては、１) 

① 抗生物質の乱使用による薬剤耐性菌の蔓延が原因の

死亡率の増加。厚生労働省の予想では、2050年度に

は薬剤耐性菌に起因する死亡数が癌を上回り第 1位

となる。（表-1参照）

② HACCP（危害要因分析・重要管理点）に取組むにあた

り、特に病原微生物の制御が、重要管理点となる。

2．実証事業の概要及び殺菌効果

2.1 オゾンの殺菌効果

オゾンは、自然界に存在しフッ酸に次ぐ酸化還元力があ

る。有機物を一瞬にして分解（殺菌能力は数~10 秒程度）

する特性を持ち、病原性細菌類を全て殺傷することができ

る。カビや花粉も同様に有機物のため、数秒で不活性化す

る能力も持ち合わせていると考えられている。（図-2参照） 

表－1 薬剤耐性が原因の死亡者（2050年） 

図－2 オゾンによる除菌のメカニズム 
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オゾン（O³）についての注意点は、空気中 0.1ppm以上

で人体に悪影響（高濃度では死亡）を及ぼす懸念があるが、

水中にあるオゾンは生体（人や動植物等）への影響が極め

て小さいが、有機物への分解力は変わらず、殺菌・消臭能

力は維持され最終的には酸素となり大気中へ放出される。

（図-3参照）

しかし、オゾン水に酸化カルシウム等の電解質が存在す

る場合は、正電荷となり安定した状態が保持でき、比較的

長時間（数時間程度）オゾンを水中に保持できる。 

（図-4参照） 

 

2.2 オゾン水の殺菌能力 

新型コロナウイルスへの殺菌効果を３パターンで検証 

・パターンＡ： ウイルス液＋培養液

・パターンＢ： ウイルス液＋滅菌水道水

・パターンＣ： ウイルス液＋10ppmオゾン水

パターンＡ、Ｂでは、ウイルス増殖の所見である多数

のプラーク（大小不同の白い点）が認められる。 

パターンＣでは、プラークの発生が認められなかった。 

結果、オゾン水の殺菌効果により新型コロナウイルスが

不活化されたことを示している。（図- 5参照）2)

 

低濃度オゾン水（１~2ppm）に関しても、ウイルス

0.70%軽減。2ppmのオゾン水では 0.1%未満にまで抑制さ

れた。液体での殺微生物効果を調べた結果、0.4ppmでも

ウイルス力価は 5.8%まで減少した。（表-2参照）3)

2.3 焼成卵殻（酸化カルシウム）の殺菌能力 4) 

焼成卵殻（表-3参照）は、強アルカリ（ph12.5以上）と

なる特性を持ち、全ての病原性微生物の蛋白質を変性させ

殺傷を行う。 

焼成卵殻粉末について、サルモネラ、大腸菌、鳥イフ

ルエンザウイルス（AIV）、ニューカッスル病ウイルス

（NDV）、伝染性ファブリキウス嚢病ウイルス（IBDV）を

用いて、各種病原体に対する99.9％以上の不活性化能を

指標に調べ、焼成法の最適条件を探った。 

不活性化試験は、AIV、NDV あるいはIBDV の力価は、未

処理では、1ml あたり、107.3-8.0 の50％組織培養感染量

を示したが、焼成卵殻粉末処理の3分間後には、検出限界

未満を示し、99.9％以上の不活性化が認められた。EC お

よびSI においても、コロニー形成単位（CFU/ml）で測定

したところ、同様の99.9％以上の不活化が認められた。

これら焼成卵殻粉末の不活化作用は、5％牛胎児血清によ

る有機物存在下においても影響を受けなかった4)。 

1ppmのオゾン水を 10秒処理することで感染性ウイルス

は0.70%に、2ppmのオゾン水では 0.1%未満になる。

続いて、液体での殺微生物効果を調べた。その結果 

焼成卵殻粉末の 10％液の遠心上清（水溶液）に 10 分

の1 量の微生物を添加し、3 分間あるいは 1 時間室温

で静置し、その後、力価を測定した。AIV は、3分間の

感作では10 分の 1 程度の力価の低下が認められた（90

OH- 

OH- 

OH- OH- 

OH＋ 

OH- 

OH- OH- 

Ca2+ 

Ca2+ 
Ca2+ 

Ca2+ 

Ca2+ 
Ca2+ 

Ca2+ 

Ca2+ 

Ca2+ 

Ca2+ 

Ca2+ 

OH- 

OH- OH- 

OH- 

OH- 

OH- 

OH- 

OH- 
OH- 

OH- 
O３ 

OH- 

酸化マグネシウム（CAS#:1309-48-4）

炭酸カリウム（CAS#:584-08-7）
リン酸カルシウム（CAS#:7758-87-4）

95％以上
3％以上
1％以下
0.5％以下

焼成卵殻の構成化学物質分類
酸化カルシウム（CAS#:1305-78-8）

図－3 オゾンの粒径と大気中への放出

図－4 オゾンの焼成卵殻による水中保持
メカニズム 

図－5新型コロナの殺菌実験結果2)

（パターンＡ） （パターンＢ） （パターンＣ）

表―2低濃度オゾン水による感染性ウイルス量の変化

表－３ 焼成卵殻の構成科学物質分類 
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％抑制）が、1時間感作することにより、1,000〜10,000

分の1に力価が低下した（99.9％以上抑制）。NDVは、3

分間で検出限界未満となった。細菌の場合、ECおよびSI 

は、3 分間感作で、いずれも検出限界未満となった4

検証結果、図－7に示す赤円内の病原性ウイルス・細

菌類に成卵殻の殺菌作用が証明された。青円内の部分に

関しては、既にph9~10程度での殺菌効果が報告されて

おり、全ての病原性ウイルス・細菌類に対して殺傷作用

があることが判明した。 

 

焼成卵殻粉末の効果について、以下を検証。 

① 焼成卵殻粉末を野外に散布した場合、太陽光線照射

時及び降雨時の湿潤と乾燥を繰返した場合での殺菌

殺ウイルス効果の持続性について検証した結果、湿

潤・乾燥4 回後までpH 12.5 以上であった。AIV お

よびNDVも検出限界未満まで不活性化できた。太陽光

照射後、1 週間ごとに粉末を回収した場合は、3 週

後までAIV が検出限界まで不活性化された。

② 鶏ひな飼養環境下で農林水産省の「ひなの成長試験」

に従い、ひなの体重増加の推移を、どの程度の濃度ま

で焼成卵殻粉末の添加可能について検証した結果、特

定病原体フリー（SPF）ニワトリひなで水平感染抑制

試験を用いての焼成卵殻の感染抑制効果は、敷料への

焼成卵殻粉末の10％添加および餌への0.1％添加では、

体重増加に負の影響は認められなかった。

【焼成卵殻の特徴】 

① 全ての細菌・ウイルス類を殺傷する高殺菌効果

・生石灰の20倍程度の殺菌効果を有する。

・人,動物に対して毒性が少ない。強アルカリ性（ph12.5

以上）となるが生体内での生成物のため生物に有害な物

質が含まれない。

② 有機物の影響を受け難く、殺菌効果に持続性がある。 

・屋外散布で3週間以上の殺菌効果の有効性がある。

③ 不純物が少なく、環境に悪影響を与え難い。

・生石灰や貝殻類に比較し高アルカリ性である。

④ 最終的に炭酸カルシウム（自然界に存在）に変化

⑤ 3％以上の水溶液でも殺菌効果がある。

2.4 焼成卵殻とオゾン水との融合 

焼成卵殻とオゾン水の病原性細菌類への殺菌効果の特

性を融合させた「焼成卵殻オゾン水」の特徴を述べる。 

① オゾンによる短時間での強力な殺菌力がある。

② 焼成卵殻による有機物環境下（屋外土壌）での長時間

（3週間）の殺菌力の持続性がある。

③ オゾンは酸素へ、焼成卵殻炭酸カルシウムへ変化する

環境への影響が極めて少ない。

④ 人体への影響が少なく、防護が軽微となる。

3. 焼成卵殻オゾン水装置の開発

3.1水害・災害時や感染症予防における広域消毒作業

家畜伝染病予防法による地盤消毒作業や殺処分対策は、

3種類の構成部品の組合せによりオゾン水の「ナノバブル

化」が可能となり、焼成卵殻と融合させた水溶液により、

短時間でのオゾン殺菌と長期間（3週間）の殺菌能力を合

わせた機能を持つ「焼成卵殻オゾン水」を使用することで、

現状より大きい効果が期待できる。図－8の様なイメージ 

での散布が可能である。 

芽胞形成菌郡 枯草菌 
セレウス菌 

グラム陽性菌 ウエルシュ菌 
破傷⾵菌 

病原菌 ボツリヌス菌 

原核微⽣物 無芽胞桿菌・グラム陽性菌 
（バクテリア） ⻩⾊ブドウ球菌

微⽣物 グラム陰性 通性嫌気性菌郡 
グラム陰性菌 O-157 含⼤腸菌

サルモネラ 
ペスト
腸炎ビブリオ 

グラム陰性菌 好気性桿菌及び球菌郡
緑膿菌
レジオネラ 
カンピロバクター 

⾮病原菌
納⾖菌
乳酸菌

酵⺟（酒）
真核微⽣物  ⾷⽤キノコ 

カビ（⻘かび-ペニシリン） 

放射状菌（ストレブトマイシン）

DNA ウイルス（チミン）

ウイルス 
RNA ウイルス（ウラシル）

既に他の論⽂等で検証済

滅菌の有効性あり 

図－7 焼成卵殻の殺菌作用

図－8 地盤消毒作業イメージ 
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3.2 「オゾン水のナノバブル化」生成装置

①ダイヤモンド電極・制御基板 

【ダイヤモンド電極使用時のオゾン生成濃度】 

・1台 ：1.5ppm～2.0ppm

・2台 ：3.0ppm～5.0ppm

・3台 ：6.0ppm～8.0ppm

・4台 ：8.0ppm～10.0ppm

② ナノバブル攪拌装置

【攪拌装置使用時のナノバブル化】 

・ナノバブル ：80％以上

・マイクロバブル：95％以上

③ 焼成卵殻投入装置

【焼成卵殻投入量】 

・5~10％の可変対応

④ 分離型焼成卵殻オゾン水装置

⑤ 一体型焼成卵殻オゾン水装置

4．まとめ

本実証事業により期待できる成果を以下に記述する。 

① オゾン水による消毒対象物表面の瞬時での強力殺

菌力と水溶液に染込ませた焼成卵殻水の長期間（10

日~3 週間）殺菌機能を有する特性から、広範囲の

消毒対象区域でも消毒作業回数が軽減できる。

② 殺菌剤としての安全性の高さから防護服の簡易化

が可能となり、作業効率向上にも繋がる。

③ 「焼成卵殻オゾン水」は、最終的には酸素と自然界

に豊富に存在する炭酸カルシウムに変化するため、

環境への影響が極めて少ない。

現在のコロナ禍対策の一環として、殺菌効果が期待できる

「焼成卵殻オゾン水」を生成する弊社開発の焼成卵殻オゾ

ン水装置が使用され、コロナをはじめとする病原性ウイル

スや細菌類の対策に繋がれば幸いである。 

参考文献 

1)厚生労働省におけるAMRの取組 2015年

2)日機装株式会社:オゾン水による新型コロナウイルスの

不活性効果の確認,2020年

3) 藤田医科大 村田貴之教授：低濃度オゾン水の感染性

ウイルス不活性化の確認，2020年

4) 東京農工大 竹原一明教授：卵殻由来焼成カルシウム

によるバイオセキュリティ強化とHACCP の確立, 2015年

（装置イメージ） 
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Demonstration experiment on infectious disease vector mosquito control 
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11)  
Q A  

 
h= 

hn-hn-1  

Nd= 
10N / h 

 
(1)  

 

 

(2)  
MN/  

1 10 8.5 11.8 10.6 35.8 

2 10 6 16.7 19.6 57.8 

3 10 7.5 13.3 13.4 42.6 

4 10 1.8 55.6 90.9 232.5 
( ) 

5 10 2.8 35.7 54.5 143.3 

K75  69.9  
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T PC

DEVELOPMENTOFSYNTHETICSLABUSINGINVERTEDT-TYPEPCPLATES.

* * *
ODA Shotaro and HAMAMOTO Tetsuji and YAGINUMA Hiromi

* 136-0071 2 26-10 2F

PC T
PC synthetic slab, inverted T-type, construction without support

PC

PC

6m
T

6
PC

PC

(5/3
0.07Fc)
(0.07Fc)

PC
PC PC
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2 PC 1 PC
1 4 PC 1000
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80

4
110mmPC 2 5.9 150mm PC
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3 2

( )
( )

(
)

3
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Material properties and applications of Geocell
 

* * * ** 

KAWAMATA Sakura , HARATA Michiyuki , OYAMA Ryoki and MIYAMOTO Shintaro 

 

* 114-0002 1-12-4TIC  

** 239-8686 1-10-20  

 

 

Geocells, Geosynthetics, Soil reinforcement, Material property, Application example  

 

 

 

1970 U.S. Army Corps of Engineers
1)

 

 

 

 

2)~5)

 

 

JIS K 7113 1 %/min

1.3mm 100mm 1.0mm

150mm 2  

500 2000

pH

250 500 750
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1.3mm 100mm 22.1 

kN/m 1.0mm 150mm

17.2 kN/m

1.3mm 100mm

14.9 kN/m 1.0mm

150mm 11.9 kN/m

23% 0.3mm

20%

30%
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2000 100% 300

1 6

15

50

 

100%

 

RI

 

RI

95%

 

 

   

(mm) 1.3 1.0 1.3 1.0 

(mm) 100 150 100 150 

 (kN
/m

) 

1 21.6 17.9 14.8 11.2 

2 21.3 17.2 14.7 12.5 

3 23.1 17.2 15.6 12.6 

4 22.4 18.3 14.4 11.9 

5 22.0 15.5 15.2 11.5 

 22.1 17.2 14.9 11.9 
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4500kJ
11)

 

1) 

 

2) 

 

3) 

 

4) 

 

5) 

 

1) Webster, S.L.: Investigation of beach sand. -Trafficability 

enhancement using sand-grid confinement and membrane 

reinforcement concept. Report GL-79-20, U.S. Army Engineer 

Waterways Experiment Station, Vicksburg, Miss., 1979. 

2) : 

, , 2013. 

3) , : 

, 53 , pp1669-

1670, 2018. 

4) , , , , : 
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, 21 , pp31-36, 2006 
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Agent Orange/Dioxin, Soil Washing, Soil Remediation, Volume Reduction, Hydrocyclone, Flotation  

Thermal Treatment (Incineration) 
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Filter Press 

Thickener 
 (Water Treatment System) 

Belt Conveyor 
Soil Disaggregation Machine (Tumbling Rod Mills) 

Hydrocyclone 
Up-Flow Column 

Scrubber Flotation 
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Soil Name Cyclone
Underflow  Clean Soil  Sludge

Cake
Soil-B (1st) --- 94.2% 1.05

Soil-B (2nd) 71.7% 92.0% 2.00

Soil-A (1st) 76.7% 94.6% 1.54

Soil-A (2nd) --- 94.0% 1.72

Soil-K (1st) --- 92.6% 3.48

Soil-K (2nd) 85.1% 94.6% 2.34

Soil-L 67.6% 91.6% 2.62

Soil-H (1st) 79.2% 94.5% 2.64

Soil-H (2nd) --- 96.7% 2.33

Soil-C (1st) 82.3% 91.1% 2.58

Soil-C (2nd) 80.0% 94.2% 1.69

Soil-J (1st) --- 93.4% 2.94

Soil-J (2nd) 75.4% 93.4% 2.92

Soil-I (1st) 80.9% 95.1% 2.36

Soil-I (2nd) 83.3% 94.1% 2.25

Soil-D (1st) 84.2% 94.9% 1.42

Soil-D (2nd) 86.7% 94.3% 1.33

Soil-E (1st) 78.6% 94.8% 3.29

Soil-E (2nd) 76.0% 91.3% 3.80

Soil-G (1st) 77.5% 93.1% 2.44

Soil-G (2nd) --- 93.1% 2.44

Soil-F (1st) 78.5% 95.5% 3.00

Soil-F (2nd) 82.4% 92.4% 3.00
Average 79.2% 93.7% 2.40
Minimum 67.6% 91.1% 1.05
Maximum 86.7% 96.7% 3.80

Urban Land
(300 or less)

Recreational
(600 or less)

Commercial/
Industry

(1,200 or less)

Soil-B (1st) 1,900 --- 110 Yes Yes Yes 2,000

Soil-B (2nd) 1,200 340 96 Yes Yes Yes 2,400

Soil-A (1st) 2,400 560 130 Yes Yes Yes 3,700

Soil-A (2nd) 2,500 --- 150 Yes Yes Yes 4,300

Soil-K (1st) 2,300 --- 170 Yes Yes Yes 8,000

Soil-K (2nd) 3,500 520 190 Yes Yes Yes 8,200

Soil-L 3,700 1,200 310 No Yes Yes 9,700

Soil-H (1st) 5,300 1,100 290 Yes Yes Yes 14,000

Soil-H (2nd) 6,000 --- 200 Yes Yes Yes 14,000

Soil-C (1st) 6,200 1,100 550 No Yes Yes 16,000

Soil-C (2nd) 6,500 1,300 380 No Yes Yes 11,000

Soil-J (1st) 6,800 --- 450 No Yes Yes 20,000

Soil-J (2nd) 6,500 1,600 430 No Yes Yes 19,000

Soil-I (1st) 11,000 2,100 540 No Yes Yes 26,000

Soil-I (2nd) 12,000 2,000 710 No No Yes 27,000

Soil-D (1st) 12,000 1,900 610 No No Yes 17,000

Soil-D (2nd) 12,000 1,600 680 No No Yes 16,000

Soil-E (1st) 14,000 3,000 730 No No Yes 46,000

Soil-E (2nd) 15,000 3,600 1300 No No No 57,000

Soil-G (1st) 16,000 3,600 1100 No No Yes 39,000

Soil-G (2nd) 16,000 --- 1100 No No Yes 39,000

Soil-F (1st) 20,000 4,300 910 No No Yes 60,000

Soil-F (2nd) 17,000 3,000 1300 No No No 51,000

Soil Name

Dioxin Content (pg-TEQ/g)

Dioxin Criteria, VietnamUntreated
Feed
Soil

Cyclone
Uderflow

 Clean
Soil

Sluge
Cake

44.0%

46.2%

40.2%

46.0%

52.9%

48.4%

41.2%

43.7%

42.9%

48.2%

43.8%

41.4%

14.4%

8.5%

11.1%

11.7%

3.6%

9.5%

18.5%

20.5%

9.3%

5.3%

7.0%

7.3%

6.2%

7.7%

15.6%

7.3%

6.7%

7.2%

10.4%

10.0%

11.1%

5.7%

8.1%

12.3%

35.4%

37.5%

33.2%

34.9%

36.8%

34.9%

29.8%

25.8%

36.6%

40.7%

41.1%

39.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Soil-L

Soil-K

Soil-J

Soil-I

Soil-H

Soil-G

Soil-F

Soil-E

Soil-D

Soil-C

Soil-B

Soil-A

Clean Soil Oversize (>40mm) Oversize (2-40mm) Sludge Cake

65% 35%

Sludge CakeClean Soil Oversize
10-31 ton

Sludge Cake
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DDT  

 

DEVELOPMENT OF ON-SITE TREATMENT METHOD FOR DDT-CONTAINING SOIL 

 

* * ** 

HINO Ryota, NISHIKAWA Naohito and OGATA Hiroki 
 

* 108-8502 2-15-2 B  

** 204-8558 4-640  

 

DDT  

Dichlorodiphenyltrichloroethane, On-site treatment, Bioremediation, Chemical Treatment, Iron Nanoparticles  

 

 

 

2003

2020
6,700

1)

DDT
2), 3)  

DDT 2001 
POPs

B

1971
1981

4)  

DDT

5)

DDT 0.026mg/L
50mg/kg

0.26mg/L 
DDT
DDT

DDT
 

DDT
DDT

DDT

 

 

 

DDT 1,1,1- -2,2- (4-
)

4) DDT
p,p’-DDT o,p’-DDT o,o’-DDT
p,p’-DDT 4)

20 109 260
20 0.001mg/L

 

DDT 85% p,p’-DDT 15%
o,p’-DDT o,o’-DDT 6) DDT

DDD
DDE

DDT DDD DDE p,p’
o,p’ 2 6 DDT 7)  
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DDT Mansouri
8)

 

0

DDT
 

 

DDT
DDT

No.1 DDT 1,900mg/kg
0.012mg/L

No.2 No.3
DDT 50mg/kg 84mg/kg 0.002mg/L

3m 

DDT GC/MS
pH JGS 0211-2000 EC JGS 0212-2000

1 2 3

o,p’-DDT 190.0 3.7 1.5

p,p’-DDT 730.0 46.5 20.0

o,p’-DDE 9.1 0.2 0.1

p,p’-DDE 44.0 1.6 0.3

o,p’-DDD 230.0 2.0 0.9

p,p’-DDD 690.0 30.5 25.5

DDT 1900.0 84.0 48.5

o,p’-DDT 0.003 <0.001 <0.001

p,p’-DDT 0.003 0.002 <0.001

o,p’-DDE <0.001 <0.001 <0.001

p,p’-DDE <0.001 <0.001 <0.001

o,p’-DDD 0.003 <0.001 <0.001

p,p’-DDD 0.004 0.001 <0.001

DDT 0.012 <0.001 <0.001

No.

mg L

mg kg

1 2 3

pH 8.0 4.7 4.9

EC mS/m 42.0 14.0 7.2

% 5.8 4.5 2.5

% 1.4 0.12 <0.05

g 3.9×106 8.8×104 2.5×103

No.
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600 JGS 0231
 

 

100ml No.1
No.2 40g 60mL

22 40
DDT

0.015g
3%

10 6 16

6
4 10 16 DDT

 

HLB hydrophilic lipophilic balance

1
9)

 

100ml No.2 40g
22

40
10%

A B 1% 2%

20% NaOH
2% 10% 8

2 DDT
 

1% NaOH
 

 

100ml No.1     
No.3 40g 60mL

22

4%
3% No.3

2 No.1 3 7
10  

HLB
DDT

HLB No.1
HLB

F  

HLB

1

2

3 A 7.9

4 B 9.7

5 C 16.9

6

7

8

9 A 7.9

10 B 9.7

11 C 16.9

12

13

14

15 A 7.9

16 B 9.7

40℃

No.1

No.2

No.2

No.

22℃

(%)
17 ― ― ― ―
18 1.0 ― ―
19 2.0 ― ―
20 1.0 1mol/L 0.17mL
21 1.0 2g
22 1.0 9.2 7 1.02mL
23 ― ― ― ―
24 1.0 ― ―
25 2.0 ― ―
26 1.0 1mol/L 0.17mL
27 1.0 2g
28 1.0 9.2 7 1.02mL
29 ― ― ― ―
30 2.0 ― ―
31 5.0 ― ―
32 10.0 ― ―

No.

10% A

10% B

No.222℃

40℃ No.2

NaOH
No.222℃
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B 16
32% B
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B 10
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p,p’-DDE
DDT DDE

B
A

10% C
 

40 16

4 10

16 15% 44%
B 16

30% 16
44% 30%
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3,000

0 4 8 12 16

D
D

T
(m

g/
kg

)

( )

A

B

(6 )

(%) (%)
HLB

33

34

35 D 8.1

36 E 10.5

37 F 13.6

38 G 15.3

39 H 16.9

40

41 4.0

42 4.0 F 3.0

43 4.0 F 6.0

44 2.0 F 3.0

45 6.0 F 3.0

4.0
3.0

13.6

No.322

22 No.1

No.
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50mg/kg  

DDT
No.2

10 32%

16 11% 21%
No.1

No.2 No.3 2

DDT
50mg/kg

 

 

 

A 1% 39%
B 2% 27%

NaOH

p,p’-DDT p,p’-DDE

50mg/kg  

NaOH 10% 20%
2% 5%

50mg/kg
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4% 6%
10 81%

10 45% 63

 

10 DDT
p,p’-

DDT p,p’-DDD
o,p’-DDT o,p’-DDD

 

 

 

DDT

 

DDT

No.2
22 20% 43% 40 29% 53%
No.1 40 11% 21%  

NaOH

1 2% 27% 39%
 

No.3 90%

No.1
10 81%

HLB
HLB 10.5

 

3 DDT

No.3 No.1 80%
 

DDT 
TNT

 

 

1) HP https://www. 
gepc.or.jp/04result/press30.htm, 2020.12.28 . 

2) 2016 1 9 ,  
https://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/22574 

3) 2019 8 22  , 
https://www.mod.go.jp/rdb/okinawa/07oshirase/kanri/ 
kanri-info/290822oshirase.pdf 

4)  1 , pp.254-265, 
2002. 

5) , pp.1-92, 2012. 
6) Simi Sudharshan et al. DDT remediation in contaminated soils: a 

review of recent studies, Biodegradation, 23, pp.851-863, 2012. 
7) HP https://www.env.go.jp/chemi/ 

kurohon/2019/shosai.html, 2020.12.28 . 
8) Mansouri et al. The environmental issues of DDT 

pollution and bioremediation, pp.309-339, 2017. 
9) 

, 14 , pp.365-372, 
2020. 
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防衛施設学会令和２年度年次研究発表会（2021年4月） 

鉄、コンクリートの再生・延命に関する研究

STUDY ON REGENERATION AND PROLONG LIFE DURATION OF IRON AND CONCRETE 

松岡歩実 関口有佳里 吉武敏雄 

MATSUOKA Ami , SEKIGUCHI Yukari and YOSHITAKE Toshio 

株式会社染めＱテクノロジィ （〒306-0313 茨城県猿島郡五霞町元栗橋 5971番地 31） 

キーワード：再生、延命、コンクリート、鉄、スレート、錆、補修、補強

（Regeneration , prolong life duration , Concrete , Iron , slate , Rust , Repair , Reinforcement） 

1. はじめに 

建物、道路、トンネル、橋梁、線路、鉄塔、電柱等は、

コンクリートや鉄で造られているものが殆どで、それらは

長い年月と共に老朽化し、大きな社会問題となっている。

2019 年の台風による鉄塔倒壊や堤防決壊が記憶に新しい。

コンクリートは収縮することによるひび割れ、鉄は錆が発

生することが老朽化の主な原因とされている。現在、これ

らを改修する最適な工法は確立されておらず、建物を取り

壊し、新しく建て替えることが余儀なくされている。しか

し、建て替える際にかかる巨額の費用、大量の産業廃棄物

による環境汚染等の問題から簡単に建て替えることが難

しく、放置せざるを得ない状況にある。 

本報告では、強固な塗膜を形成する弊社開発の新規材料

による補修が建物の再生、延命の最適な工法の一つとなる

可能性について、論述する。 

2. 塗膜性能評価 1） 

日本工業規格（JIS）では品質管理を目的とした塗料・塗

膜に関する試験方法が規格化されている。JIS K 5600-1999

塗料一般試験方法では塗膜の視覚特性、機械的性質、化学

的性質、長期耐久性などの試験方法が規定されている。代

表的な試験方法として表-1に示す。 

開発した材料を付着性、耐衝撃性、耐摩耗性、耐揮発油

性、耐液体性試験の5種類の試験を行った。なお、試験

方法に関しては JISで規格化されている試験方法に準拠

した。試験結果を表-2に示す。 

表- 1 塗膜性能評価 

表-2 塗膜性能試験データ 

3. コンクリートにおける補修剤としての可能性 2） 

強化コンクリートで打設された高層ビルは老朽化によ

りひび割れが生じる。こうしたひび割れに対して補修をす

る際、モルタルやエポキシ樹脂が選択されるが、問題が生

じる。これらの補修剤は圧縮力には強い一方、引っ張る力、

曲げる力には弱い性質がある。補修した際、すでにあるコ
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ンクリートの収縮によって引っ張られてすぐに割れてし

まう。そのため、コンクリートの補修には一定の圧縮強度、

追従性が求められる。開発した新規材料がコンクリートの

補修剤として有用であるか確かめるため、実際の建築物で

発生している応力状態をよりよく再現できる「圧縮軸ひず

み追従試験」「除載荷軸ひずみ追従試験」を用いて評価し

た。 

3.1 圧縮軸ひずみ追従試験 

圧縮軸ひずみ追従性試験は、圧縮時のコンクリート躯体

の変形に対する補修剤の追従性から接着一体性を判定し、

相対ひずみによる剥離のしやすさを評価するための試験

方法である。試験体と試験概要を図-1に示す。 

図-1 圧縮軸ひずみ追従性試験概略 

当社開発の新規材料をM1、市販品の補修剤をM2とし

た。また、補修剤の施工時期は母材コンクリートの収縮が

進展する材齢 12 週とし、載荷試験は母材コンクリートの

材齢 20週前後で実施した。 載荷試験の結果より、コンク

リートひずみと補修剤ひずみとのひずみ追従性能を評価

する。ひずみ追従性評価は、コンクリートのひずみに補修

剤ひずみが追従できなくなった点を破壊ひずみとして評

価することとした。なお、母材強度 80N/mm2 のコンクリ

ートは圧縮破壊するまで、120N/mm2のコンクリートに対 

してはコンクリートにひずみを十分に導入できる

95N/mm2まで、それぞれ加圧した。各試験水準の 6か所に

施工したそれぞれの補修剤の圧縮軸ひずみ追従性試験 

の 80MPa の結果を図-2 に示す。なお、コンクリートひず

みは各補修剤の補修剤施工面のコンクリートひずみとし

た。また、補修剤ひずみが追従しなくなった点(破壊点)よ

り破壊ひずみを、コンクリートと補修剤のひずみの測定値

よりひずみ伝達率を算出し、整理した結果を表-3に示す。 

M1 において、母材コンクリートと補修剤ひずみが 1:1

に近い挙動（ひずみ伝達率が 1に近い）を示し、かつ補修

剤ひずみが急激に進展する傾向が比較的少なかった。M2

ではひずみ伝達率が高い傾向にあるが、母材コンクリート

に-1000μ 前後のひずみを与えた際に補修剤ひずみが追従

できなくなる破壊ひずみが顕著に確認された。M1で母材

コンクリートに-2500μ 程度のひずみが与えられても、は

っきりとした破壊ひずみは見られず、ひずみ追従性を維持

していることが確認できた。80MPa と 120MPa の試験結

果を比較した場合、ひずみ伝達率などのひずみ追従性に関

しては大きな差異は見られなかった。 

図-2 圧縮軸ひずみ追従試験結果 

3.2 除載荷軸ひずみ追従試験 

除載荷軸ひずみ追従試験は、除載荷時のコンクリート躯

体の変形に対する補修剤の追従性から接着一体性を判定

し、相対ひずみによる剥離のしやすさを評価するための試

験方法である。試験概要を図-3 に試験体の概要を図-4 に

それぞれ示す。補修剤の施工箇所については圧縮軸ひずみ

追従試験と同じである。 

表-3 ひずみ伝達率と破壊ひずみ（圧縮軸破壊ひずみ追従試験） 
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母材コンクリートと補修剤の硬化及び乾燥収縮を考慮し、

材齢 8 週目に母材コンクリートに圧縮力を導入し、材齢

12週目に補修剤を施工し、材齢 20週に圧縮力を除荷する

ことで引張荷重を与え、母材と補修剤表面のひずみを測定

する。 

図-3 除載荷軸ひずみ追従性試験 

図-4 除載荷軸ひずみ追従性試験・試験体概要図 

初期に母材コンクリートに導入するひずみは 500μと

した。これは、軸力を受ける柱様RC構造物の躯体表面

における層間変形角1/100 rad程度の変形に相対するひず

み値であり、建築基準法において定められている層間変

形角を1/200 rad以内とするという規定と比べて大きく、

タイル・補修剤の剥離・剥落を想定した部材に生ずる変

形としては十分と考えられる。また繰り返し載荷を実施

し、接着性能の低下についても試験した。繰り返し載荷

重は 500μ以上の十分にひずみが導入できる 57.2N/mm2

に設定し、繰り返し回数は10回とした。 

図-5 除載荷軸ひずみ追従性試験結果 

各試験水準において、6か所に施工したそれぞれの補修

剤の除載荷軸ひずみ追従性試験の結果を図-5 に示す。な

お、コンクリートひずみは各補修剤の補修剤施工面のコン 

クリートひずみとした。また、補修剤ひずみが追従しなく

なった点(破壊点)より破壊ひずみを、コンクリートと補修

剤のひずみの測定値よりひずみ伝達率を算出し、整理した

結果を表-4に示す。なお、母材コンクリートひずみが500μ

まで到達しなかったため、εc＝200μとし、ひずみ伝達率を

算出した。 

圧縮軸ひずみ追従性試験と同様に、M1 は母材コンク

リートと補修剤のひずみが1:1に近い挙動（ひずみ伝達率

が1に近い）を示し、M2は、圧縮軸ひずみ試験同様に全

ての試験体で破壊ひずみが確認され、M1の補修剤と比較

し、ひずみ追従性が低いといえる。圧縮軸ひずみ追従性同

様、80MPaと120MPaの試験結果を比較した場合、ひずみ

伝達率などのひずみ追従性に関しては大きな差異は見ら

れなかった。 

3.3 除載荷軸ひずみ追従性試験（繰り返し載荷） 

除載荷軸ひずみ追従性試験を実施した後、10回の載荷・

除載荷の繰り返し試験を実施した 80MPa の結果を図-6 に

示す。また、10 回目の除載荷時のひずみ伝達率の結果を

表-5に示す。なお、除載荷軸ひずみ追従性試験で破壊に至

ったものに関しては「破壊」と表記した。 

表-4 ひずみ伝達率と破壊ひずみ（除載荷軸ひずみ追従試験） 
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図-6 載荷・除載荷繰り返し試験結果 

表-5 ひずみ伝達率（載荷・除載荷繰り返し試験） 

M1は、繰り返し載荷・除載荷による線形の値のばらつ

きは少なく収束する結果となったが、全体的に 10 回目の

除載荷では 1 回目の除載荷よりもひずみ伝達率が小さく

なる傾向が観察された。M1における伝達率の低下は小さ

く、繰り返しサイクル後も追従性を維持していた。 

4. 鉄に対する補修剤としての可能性 3)

折板屋根は鋼板、ガルバリウム鋼板でできており、加工

のしやすさや価格の安さなどから駅、工場、倉庫など様々

な場所で使用されている。紫外線や雨水などの外的要因を

受けやすく、腐食による穴あきや折板屋根全域に広がる錆

の発生が問題になっている。また、このため、補修剤とし

て活用できる条件としては腐食による穴をふさぐことが

できること、錆の上からでも塗装が出来ること、躯体の劣

化に対し十分な強度をもたすことが出来ることなどがあ

げられる。折板屋根の補修剤として有用であるか確かめる

ため、曲げ耐力試験を行った。また、複合サイクル試験に

よる腐食性の評価を行った。 

4.1 曲げ耐力試験 

屋根はアンテナやソーラーパネルの取り付けで人が上

がる際踏み割れない強度が求められている。この強度示す

基準が JIS規格の曲げ破壊強度である。曲げ耐力試験とは

製品に曲げ破壊が生じる条件で直接載荷する試験方法で

ある。測定項目としてひび割れ幅、変位、曲率などを選ぶ

ことができる。

テストベッドに鋼製柱及び桁を用いて組み立てた試験

装置を使用した 4点曲げ耐力試験を行った。 

試験体は腐食が見られる折板屋根を用いた。塗装する際

のケレン仕様による曲げ耐力の比較を行う。試験に用いた

塗装要領を表-6 に示す。腐食孔のある塗板についてはフ

ァイバーガラスクロスを使用したのち、他の塗板と同様の

塗装を行った。試験方法は JIS A 6514に準拠した。試験体

は折板屋根（鋼板製）及び構成部品（タイトフレーム、ボ

ルト、ナット、固定金具）を用いてテストベッドに組み立

てた。試験体は 5体とし、前面には幅50 mm、厚さ 1.6 mm

の断面変形防止鋼材を 620 mm 間隔に計 6 枚取り付けた。

支点は山留工で使用する主材 H- 30×3000 を 3,150 mm 間

隔で平行に2段に重ね、その上方に溝形鋼 200×80ボルト

接合し、さらにタイトフレームを溶接接合したものとした。

タイトフレームと試験体はボルト接合により固定した。加

力装置は主桁（H形鋼200×200）及び副桁（溝形鋼200×80）

を介して100kN油圧ジャッキを用いて加力する装置とし、

加力方法は3等分 2点荷重とした。載荷点間隔は、支点間

距離を 3 等分して 1000 mm とした。試験体の耐力による

区分を 3 種とした。中央最大曲げモーメント Mmax が生

じる荷重は P=4962N とし、1 サイクル目では P に達した

時点でいったん除荷し、2サイクル目で最大荷重Pmaxを

確認するまで載荷した。さらに耐力の低下が認められ、中

央の鉛直変位が D2=40mm に達するまで載荷したのち終

了した。試験状況を図-7に示す。最大荷重Pmaxにおける

試験体中央の鉛変位を表-7 に荷重 P-鉛直変位関係を図-8

に示す。 

表-6 曲げ耐力試験塗装要領 

表-7最大荷重Pmaxにおける試験体中央の鉛直変位 
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図-7 曲げ耐力試験全景 

 

図-8 最大荷重Pmaxまでの荷重―鉛直変位D2関係 

 

最大荷重Pmaxは試験体②～試験体⑤の方が試験体①

を上回った。試験体中央の鉛直変位D2は試験体①が最

も大きくD2=22.94mmであった。鉛直変位は試験体②～

試験体⑤の方が試験体①より小さい値を示した。 

 

4.2 複合サイクル試験 

複合サイクル試験は塗料や塗膜、めっき、金属材料の

腐食状態を装置内で塩水噴霧、乾燥、湿潤のサイクルを

繰り返すことで腐食の促進性を高めることができ、対象

材料の腐食性を短時間で評価可能な試験である。塩水噴

霧試験と比べ、サイクルの組合せにより実環境下に近い

腐食性の評価が可能で、近年では自動車業界を中心に製

品、材料の寿命推定にも用いられている。 

試験塗板は腐食がみられる塗装板金屋根材 375 mm× 

375 mm × 120 mmを用い、曲げ耐力試験と同様に、塗装

する際のケレン仕様による腐食評価の比較を行う。塗装

要領を表-8に示す。また、塗板の一部にクロスカットを

鋼材素地に達するように施した。JASO M609、610に規

定されているサイクル［噴霧 35℃-2h（50±5g /L NaCl水

溶液 pH 6.5 ~ 7.2 ）→乾燥 60℃-25%RH-4h →湿潤 50℃-

99%RH-2h］を 1サイクルとし、135サイクル後の評価を

行った。結果を図 9に示す。 

 

表-8 複合サイクル試験塗装要領 

 

 
 

図-9 複合サイクル試験結果 

 

試験体①は135サイクル後、特に目立った腐食は認めら

れなかった。試験体②はクロスカットラインに白錆が認め

られたものの、腐食の進行は認められなかった。試験体③

は山の部分は赤錆が、斜めの部分には白錆が認められた。 

 

5, スレートにおける補修剤としての可能性4) 

スレートはセメントと繊維素材から出来ており、折板屋

根と同様に加工のしやすさ、価格の安さ、耐震性が高いこ

と、不燃性から多くの施設の屋根で使用されている。高度

経済成長期に建てられたスレート屋根は経年劣化により

補修を必要としている。補修方法として葺き替え工法やカ

バー工法があげられるが、産業廃棄物の処理による巨額の

費用や、躯体の著しい劣化により補修が行えない問題が発

生している。特に、高度経済成長期に建てられたスレート

屋根はアスベストを含んでいる物が多く、環境汚染等から

産業廃棄による問題も発生している。そのため、塗装によ

る補修を行うことができれば、躯体の状態に左右されず、
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アスベストを封じ込めることで環境にも配慮を行うこと

が可能である。スレートの補修剤として有用かどうか確か

めるため、一般強度試験（曲げ試験）を行った。 

各試験体は幅を全幅の1/2とし、未塗装を試験体①、塗

装を施したものを試験体②とした。一般強度試験は JIS A 

5430曲げ試験に準拠した。結果を表-9に示す。 

 

表-9 スレート小波の曲げ試験結果 

 

 

 

 

曲げ破壊荷重（N）は試験体②の方が試験体①を上回っ

ており、塗装を施すことで試験体の曲げ破壊荷重の向上が

窺える。 

 

6. まとめ 

本報告では、当社で開発した新規材料がコンクリート、

スレート、鋼板に対して補修剤の役割を果たすのか確認す

ることを目的として、圧縮ひずみ追従試験、除載荷軸ひず

み追従性試験、繰り返し載荷試験、一般強度試験、曲げ耐

力試験、複合サイクル試験を行った。本試験で得られた知

見を以下に示す。 

(1) 当社開発の新規材料の変形追従性は従来品と比較し

て極めて高いことが確認された。このことから、補修剤施

工後の外力変形に起因する再劣化を抑制することで、コン

クリートにおける補修剤として有用である可能性が示唆

された。 

(2) 腐食のある鉄に対し塗装仕様を施すことにより試験

体の曲げ耐力、曲げ剛性の向上、錆の進行を抑制する効果

が認められた。このことから、劣化した鉄に対し当社開発

の新規材料は補修剤として有用である可能性が示唆され

た。また、ケレン仕様による腐食評価に大きな差がなかっ

たことから、大規模なケレンを行うことなく塗装ができる

ため、補修の際、作業性の効率化が考えられる。 

(3) 塗装を行うことで、スレートへの曲げ破壊荷重が未塗

装より 2 倍以上の高い値を示し一般強度の向上が窺えた。

このことから、劣化したスレートに対し当社開発の新規材

料は補修剤として有用である可能性が示唆された。 

 

本試験結果において、当社で開発した新規材料を用いて

塗装を行うことにより、劣化した躯体に対して一定以上の

強度、追従性、防錆力を持たせることが出来ることを示し

た。そのため、劣化した躯体を改修する工法の一つとなる

ことが考えられる。 

我々は塗装をすることで劣化した躯体を再生、延命出来

るこの新しい技術を「塗着補強」と定めることとする。 
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(b) Five-pound C-4 booster charge atop flake TNT  

Figure 2-9  Test 6 explosive charge  
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(a) Test bed camera, view 1  

 

(b) Test bed camera, view 2  

Figure 3-3  External high-speed cameras, Test 6  
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Figure4-2  View showing proximity of blast, Test 6  
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This paper deals with a corrosion judgement technology based on machine learning 
method. The primary focus of this study is put in the judgement of re-bar corrosion 
in initial symptoms. In experiments subjected to reinforced concrete specimens 
with re-bars corroded by direct current energization, hitting sound spectra caused 
by steel ball drop weight collids on concrete surface are applied using with the 
Local Outlier Factor (LOF) method which is one kind of machine learning method 
to evaluate re-bar corrosion. Availability of this judgement method is investigated 
from the view point of accurancy and precision. 
Key Words: Nondestructive inspection, Reinforced concrete, Re-bar corrosion, 
          Machine learning, Local outlier factor, Hitting sound 
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  Re-bar corrosion equipment by direct current 

 

(a) Corrosion ratio 3% 

 

(b) Corrosion ratio 6% 

  Crack distributions (Specimen C1) 
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(a)  Judgement results using power processed 
power spectrum (exponent = 0.01) 

 

 

(b)  Judgement results using power processed 
power spectrum (exponent = 0.01) 
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Conclusions and Remarks 
 

In this study, we tried corrosion judgement of re-bars in reinforced concrete by analyzing 
hitting sound using with the Local Outlier Factor Method which is one kind of the machine 
learning method, to establish simple nondestruction test method for initial corrosion 
symptoms. With adoption of power process in transaction of power spectrum transferred from 
hitting sound pressure time-history, the evaluation indices of corrosion judgement results are 
improved comparing with the results from unprocessed power spectrum. In addition, it can be 
said 3% of corrosion ratio is required to judge corrosion by the condition of the experiment in 
this study. 
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1. 序言  

爆破テロによる被害は、標的となった施設はもと

よりその周辺の広い範囲に被害を及ぼす点で極めて

深刻な問題である。爆破テロの標的となる施設は、

政治、経済の中枢を担う施設から観光、商業等の民

間の施設、交通インフラまで多岐に及び、これらの

中には防衛に関連するもの、また自衛隊の活動の基

盤となるものも含まれる。 

テロ行為による脅威の増大に鑑み、各種の構造物

に対する爆破行為への対処への関心が高まりつつあ

る。爆薬と部材の距離が比較的近い場合、爆発荷重

が極端に集中して部材に作用することがある。この

時、部材にはクレータ（表面破壊）、スポール（裏

面剥離）等の局部損傷が発生する。構造物の耐爆設

計にあたり、局部損傷に対しては部材全体の変形等

に関する照査とは別の照査が必要となる。特に、コ

ンクリートは引張強度が圧縮強度に比して極端に小

さいためスポールの発生が顕著であることから、コ

ンクリート部材が爆発を受けた際の局部損傷に関す

る研究が多々行われてきている例えば 1)-5)。これらの研

究から、コンクリート部材の局部破壊に対する耐爆

性の評価がなされるとともに、耐爆性向上のための

方策が提案されてきている。 

一方で、鋼材はコンクリートと並び構造物の主要

な材料であるにもかかわらず、爆発時の損傷につい

ての検討例は極めて少ない。わずかに大野ら 6)によ

り、鋼製タンクの耐爆防護を念頭に置いた鋼板の貫

通限界条件の予測法に関する実験的研究や、爆発を

受ける吊橋のケーブル、床版等の挙動の解析的研究
例えば 7)が知られているにとどまる。したがって、爆発

により鋼材が破壊に至る機構は詳細には検討されて

おらず、爆発による鋼構造物の損傷の評価にも至っ

ていない現状にある。すなわち、爆発による損傷機

構を考慮した合理的な鋼材ないし鋼構造物の耐爆防

護法は確立されていない。  

本研究では、将来的な鋼構造物の耐爆防護法の確

立のためのごく基礎的な段階として、鋼材に対する

接触爆発実験を行い、その損傷性状を調べた。その

際、走査型電子顕微鏡（以下、「SEM」と呼ぶ。）

を用いた破面の観察も行った。さらに、爆発を受け

る鋼材の損傷評価に資するため、鋼材の板厚および

爆薬量による鋼材の損傷マップを作成し、ある破断

性状を与える板厚と爆薬量の関係について考察した。 

 

 

2. 構造用鋼材に対する接触爆発実験 

2. 1 実験の概要  

 本実験は、防衛大学校火薬類実験施設の大型爆発

ピット（以下、「爆発ピット」と呼ぶ。）内で行っ

た。この爆発ピット内に JIS G 3101 に規定される一

般構造用圧延鋼材 SS400 の平鋼（鋼材検査証明書に

記された引張強さは 446～469N/mm2）をスパン

400mm のはり状に設置して爆破した。試験体の設置

状況を図－1 に示す。水平に整地された爆発ピット

の地盤面に厚さ 12mm の鋼板を設置した。平鋼の支

持具となる角材（90mm 角）と鋼板には 6 箇所のボ 
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ルト穴を穿孔し、うち左右 2 箇所ずつで平鋼ととも

にボルト留めした。試験体の板厚および爆薬量等を

変化させて平鋼試験体を爆破し、その損傷性状を調

べた。

2. 2 爆薬設置要領

試験体に対する爆薬設置要領は、図－2(a)に示す

ように鋼材の上下いずれかの一面に質量 M の爆薬

を貼り付けて爆発させる方法（以下「シングル」と

呼ぶ。）および、図－2(b)に示す質量 M の爆薬を質

量 M/2 の直方体の爆薬 2 個に分けて支点間中央を挟

んではりの上下両面に互い違いに固定する方法（以

下「ダブル」と呼ぶ。）の 2 種類とした。シングル

では爆発位置を中心として爆発面の反対方向に凸と

なる大きな曲げ変形が生じる可能性がある。一方で

ダブルでは、曲げ変形を抑制しつつ爆薬と爆薬の間

で局所的に最大せん断力が生じ、はりを破断するよ

うな効果が得られると推察される。このため、破壊

目的での爆破においては、所望の位置で、かつ変形

による影響範囲を限定しつつ部材を破断できるダブ

ルが用いられることがある。

2. 3 実験ケース

表－1 に実験ケースを示す。実験の主要なパラメ

ータは爆薬の質量（爆薬量）M と試験体の厚さ（板

厚）t である。試験体の厚さは t=9、12 および 16mm

とし、幅は w=50mm とした。爆薬量は同一断面の試

験体について変化させた。表中の「記号」は、左か

ら厚さ t(mm)、爆薬量 M(g)の各値およびダブル（D）

とシングル（S）の別を示す。シングルの一部のケ

ースでは、爆発からの防護のための被覆処置の開発

への応用を念頭に置き、試験体と爆薬との間に厚さ

2mm のバルサ板をスペーサーとして設置して爆発

させる実験を行った。表－1 中の「損傷性状」の欄

の見方は後述する。

 

2. 4 爆薬およびその起爆

実験では成型が容易で熱や衝撃に対して比較的鈍

感な C-4 爆薬を使用した。爆薬は起爆、設置等の取

り扱いの容易性を考慮し、1.5t×w×h の直方体に成型

した。爆薬量は高さ h の増減により調整した。爆薬

の起爆には 6 号電気雷管を用いた。成型後の爆薬に

は雷管を挿入するために穿孔し、その孔に雷管を挿

入して雷管が脱落しないように油粘土で固定した。

この爆薬を粘着テープで試験体に固定した。ダブル

の実験での起爆回路は並列とし、電気発破器を用い

て 2 発を同時起爆した。 

2. 5 損傷性状の判定と評価

各実験ケースの損傷性状については「変形」、「変

形・亀裂／剥離」、「破断」の 3 段階で評価した。

「変形」は、爆発によって鋼材が変形しているが、

試験体の上下面に亀裂や剥離が確認できない状態を、 

図－1 試験体の設置状況

C

爆薬質量 各M/2 (g)
1.5t (mm)

1.5t (mm)

板厚 t

L

h

h

(a) シングル

(b) ダブル

図－2 爆薬の設置方法

C

爆薬質量 M (g)

1.5t (mm)

板厚 t

L

h 2mm厚バルサ板（一部のケース）

750mm

200mm

C4爆薬（本図はシングルの配置）

木材

100mm 試験体
鋼板

100mm

200mm

CL
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「変形・亀裂／剥離」とは、試験体の上下面に剥離

や亀裂のいずれかまたは両方が認められるものの試

験体の分断には至らない状態を、「破断」とは、爆

発により試験体が 2 つに分断されている状態を、そ

れぞれ示す。なお、爆発により実験の直後には完全

には分断されていなかったものの、その後の試験体

の取り扱い時に容易に分断され得たものは「破断」

とした。 

 

2. 6 破面の観察 

 試験体に破断が生じた場合のマクロ破面を目視で

観察するとともに、代表的なケースについては SEM

（日本電子製 JSM-7200F）によりミクロ破面を観察

した。金属の破断面を SEM により観察すると、破

壊の様式に応じて各種の特徴的なミクロ破面が認め

られ、破壊に至る機構を知る手がかりとなる。 

 

 

3.  接触爆発による鋼材の損傷性状の特徴 

各ケースの損傷性状を表－1 に示す。爆薬量や試

験体の断面寸法等の条件に応じて損傷性状が変化す

る。同一の厚さであれば爆薬量が大きくなるほど損

傷が顕著となり、破断しやすくなる。爆薬量と板厚 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が損傷に及ぼす影響、およびスペーサーによる影響

は 4.で再度検討する。 

以下、破面の観察を通じて、接触爆発による鋼材

の損傷性状について考察する。 

 

3. 1 試験体の変形とマクロ破面の性状 

 

爆薬の配置がシングルの場合の代表例として、

16-24S の爆発後の写真を図－3 に示す。試験体には

下方向に曲げ変形が生じている。本ケースでは試験

体は破断に至っていないが、試験体の側面、および

爆発面と反対側では爆薬の幅にほぼ等しいか、やや

広い範囲で剥離破壊が生じていた。爆発面では爆薬

に接触していた部分は円弧状の凹部が生じており、

爆薬の爆発により極めて大きな圧縮力を受けたもの

と推察される。 

 16-24S から爆薬量を 8g 増加させた 16-32S の爆発

後の写真を図－4に示す。図－4 より、爆発面の反対

側から見た損傷の状態は 16-24S と大差はないが、爆

発面と反対側に生じた亀裂は爆発面側にまで達し、

試験体は破断された。破面は凹凸が著しく、その一

部が薄片状となっている。ただし、鋼材の表面に近

い部分は金属光沢を有する鋭利な刃物状を呈してい 

表－1 実験ケース 

記号

厚さ
t

(mm)

爆薬量
M
(g)

爆薬
設置

爆発の条件 損傷性状 記号

厚さ
t

(mm)

爆薬量
M
(g)

爆薬
設置

爆発の条件 損傷性状

9-14S 9 14 シングル 接触爆発 変形・亀裂／剥離 12-24D 12 24 ダブル 接触爆発 破断

9-18S 9 18 シングル 接触爆発 破断 12-30D 12 30 ダブル 接触爆発 破断

9-14D 9 14 ダブル 接触爆発 変形・亀裂／剥離 12-40D 12 40 ダブル 接触爆発 破断

9-18D 9 18 ダブル 接触爆発 破断 16-24S 16 24 シングル 接触爆発 変形・亀裂／剥離

12-18S 12 18 シングル 接触爆発 変形・亀裂／剥離 16-32S 16 32 シングル 接触爆発 破断

12-24S 12 24 シングル 接触爆発 破断 16-24D 16 24 ダブル 接触爆発 変形

12-30S 12 30 シングル 接触爆発 破断 16-32D 16 32 ダブル 接触爆発 破断

12-40S 12 40 シングル 接触爆発 破断 16-40S-2mm 16 40 シングル 2mmスペーサー設置 変形

12-18D 12 18 ダブル 接触爆発 変形・亀裂／剥離 16-54S-2mm 16 54 シングル 2mmスペーサー設置 変形・亀裂／剥離

(a) 全景 

(c)爆発面の反対側 

図－3 試験体 16-24S の外観 

(b) 爆発面 

(a) 全景 

(c)爆発面の反対側 

図－4 試験体 16-32S の外観 

(b)爆発面 
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る。 

爆薬の配置がダブルの場合の代表例として、

16-24D の爆発後の状態を図－5 に示す。試験体は、

はり全体としてはほぼ直線の形状を保ったまま爆薬

を設置していた付近のみ変形が生じている。本ケー

スでは鋼材の破断は生じておらず、爆発面を含めて

試験体の上下面には裂傷や剥離は生じていない。爆

薬に接触していた部分は円弧状の凹部が生じており、

爆薬の爆発により極めて大きな圧縮力を受けたもの

と推察される。また、くぼみの外縁部には高さ 1mm 

程度の段差が生じているが、これは爆発によりごく

局所的なせん断力が生じたためと考えられる。この

段差は試験体の内部には進展していない。 

図－6 に、16-24D から爆薬量を 8g 増加させた

16-32D の爆発後の状態を示す。この実験では試験体

が破断された。ただし、破断面は支点間の中央、す

なわちせん断力が最大となる点ではなく、2 個配置

した爆薬のいずれかの爆薬の爆発面の反対側から生

じた。本ケースでは、上面に配置した爆薬の直下（図

－6(a)(b)(c)では左側）から破断した。本ケースの

破面を図－6(d)に示す。断面の外縁部の 1～2mm 程

度の範囲は金属光沢をもった破面であり、鋭利な刃

物状となっている。断面の内側の部分は凹凸が著し

い破面で、一部が薄片状となっている。 

破面のマクロ性状と破断が生じた位置から判断

すると、本実験における鋼材の破断は、まず爆発に

よってスポールにより鋼材が剥離損傷を生じ、さら

に爆風により長軸方向への引張が作用して生じたと

考えられる。これは、爆薬の設置位置がシングル、

ダブルの場合のいずれにも共通する。なお、スポー

ルとは、材料が爆発や衝突などの衝撃的な作用を受

けた際に、材料の裏面（作用を受けた面の反対側）

が剥離破壊する現象であり、スキャビングまたは裏

面剥離とも呼ばれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 2 ミクロ破面の性状 

図－7 は 12-24S の破面で、(b)(c)が SEM 像によ

る微視的様相である。図－7(b)は破面上の凹凸が著

しく薄片状を呈する部分（図中 A）を上面（爆薬設

置面）に対して垂直に撮影した SEM 像、図－7(c)

は鋼材外縁部の金属光沢を有する刃物状の部分（図

中 B）を上面と平行に撮影した SEM 像である。図－

7(b)では、画面の全域にわたって平坦なへき開ファ

セットとリバーパターンと呼ばれるいくつかの並列

した段差裂が認められる。これらは、塑性変形をほ

とんど生じることなく鋼材が破壊された際に生起さ

れる 8)。すなわち本観察点の近傍では、鋼材はスポ

ールによって脆性的に破壊されたと考えられる。一

方、図－7(c)では、画面のほぼ全域でディンプルが

生じている。これは図中の上下方向に引き伸ばされ

た伸長ディンプルであり、せん断や引き裂きによる

延性的な破壊が生じた際の特徴的な性状である 8)。 

したがって、本実験においては、スポールによる

脆性的な破壊とその後の爆風による延·脆性的な破

壊で試験体が破断に至ったと考えられる。 

図－8 は 12-24D の破面で、(b)(c)が SEM 像によ

る微視的様相である。図－8(b)は破面のうち、凹凸

が著しい薄片状を呈した部分（図中 C）を下面（爆

薬設置面）と平行に撮影したもの、図－8(c)は鋼材

外縁部の金属光沢を有する刃物状の部分（図中 D）

を下面側と平行に撮影したものである。図－8(b)で 

(a) 全景 

図－5 試験体 16-24D の外観 

(b) 爆薬設置面 

(a) 全景 

(c) 下面から 

図－6 試験体 16-32D の外観 

(b) 上面から 

(d) 破面を拡大 
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は図のほぼ全域でへき開割れが認められ、脆性的な

破壊、特にスポールによる破壊であったことが示唆

される。一方、図－8(c)では図の上下方向に引き伸

ばされた伸長ディンプルが認められ、スポールによ

る損傷を受けた試験体は、さらに爆風が作用するこ

とにより、爆薬設置面付近で延性的に引き裂かれて

完全な破断に至ったことがうかがえる。 

 ここまでの検討から、試験体が接触爆発を受けた

際にはシングル、ダブルの別を問わずスポールによ

る脆性的な破壊とその後の爆風による延·脆性的な

破壊で試験体が破断に至ったと考えられる。  

 

 

4. 損傷マップ 

 

ここでは、鋼材が接触爆発を受ける場合において、

爆薬量、鋼材の厚さが損傷性状に及ぼす影響を評価

する。前章での検討により、接触爆発時の鋼材の損

傷は主にスポールに起因することがわかった。スポ

ールは、爆源から部材に入射した強力な圧縮応力波

が部材の自由端で反射し、引張応力を生じさせるこ

とにより引き起こされる 9)。その応力波は伝播距離

に対して非線形的に減衰され、材料の厚さの影響が

極めて顕著である。そこで、縦軸に試験体の厚さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

t(mm)を、横軸に爆薬量 M(g)をとり、本実験結果を

プロットし、図－9 の損傷マップを得た。 

 図－9 より、シングル、ダブルのそれぞれにおい

て、破断の限界となる厚さと爆薬量の関係（以下、

「破断限界」と呼ぶ。）が得られ、おおよそ図中に

網掛けで示した範囲となる。この範囲は、本実験の

条件においてシングル、ダブルの間で大きな差異は

ない。シングルでは爆薬 1 個の爆薬量がダブルの倍

であるため、スポールのみで破断すると考えた場合

はシングルの方が破断に要する爆薬量が少なくなる

と考えられるが、実際の結果はこれとは異なる。ダ

ブルの場合は、破断しなかった側に配置されていた

爆薬も破断に寄与していると考えられる。 

破断限界は本実験の条件では一次式で表すこと

ができるように見受けられるが、応力波の減衰は厚

さに対して非線形の傾向があることを考慮すると、

図－9 から直ちに一次式の関係を見出すことには一

考を要する。さらに板厚が大きい領域を中心として

データを蓄積すれば、破断限界等の定式化が可能と

考えられる。 

なお、図－9(a)においてスペーサーを使用した場

合は、使用しない場合と同じ損傷性状を与える爆薬

量がかなり増大する。例えば、t=16mm で「変形・

亀裂／剥離」に要する爆薬量はスペーサーがない場 

爆薬設置面側 

C 

D 

(a) 巨視的様相 (c) 点 D の SEM 像 

図－8 試験体 12-24D の破面 

(b) 点 C の SEM 像 

(a)巨視的様相 (c) 点 B の SEM 像 

図－7 試験体 12-24S の破面 

(b) 点 A の SEM 像 

A 

B 

爆薬設置面側 
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